
電気通信の現状

目次

１ 電気通信事業の現状

２ 電気通信事業に関する規律２ 電気通信事業に関する規律

３ 電気通信事業の動向

４ 電気通信事業の競争政策の動向

５ 電波利用の現状と政策の動向

平成２１年４月平成２１年４月

電気通信事業紛争処理委員会

事務事務局

１ 電気通信事業の現状

69

003374
タイプライターテキスト
資料　３

003374
長方形



１－１ 電気通信事業者数の推移

16 000

昭和６０年以降、電気通信事業者数は大幅に増加し、平成２１年３月１日現在、
約１万５千社が参入。その大半（約９８％）は届出電気通信事業者。

(社)
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16,000

・１種、２種事業区分の廃止
（登録／届出制へ）
・料金・約款規制の原則廃止

○ 平成２１．３．１現在
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9,000

10,000

11,000

12,000
○ 平成 現在

登録事業者 ３１８社

届出事業者 １４，７２０社

合 計 １５，０３８社

第
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種
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事

電
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者

○ 昭和６１年４月

第１種電気通信事業者 ７社

ＮＴＴの再編成

6,000

7,000

8,000

9,000 事
業
者

第１種電気通信事業者 ７社

第２種電気通信事業者 ２０９社

合 計 ２１６社

○ 平成１６年３月

2,000

3,000

4,000

5,000 ・競争原理の導入
・電電公社の民営化

第１種電気通信事業者 ４２２社

第２種電気通信事業者 １２，０４４社

合 計 １２，４６６社

0

1,000

S61.4 … H5.4 H6.4 H7.4 H8.4 H9.4 H10.4 H11.4 H12.4 H13.4 H14.4 H15.4 H16.4 H17.4 H18.4 H19.4 H20.4 H21.3
第１種電気通信事業者 登録電気通信事業者

（注）登録事業者とは、電気通信回線設備を設置する事業者のうち総務省令で定める規模（端末系伝送路設備の設置の区域が一の市町村を超えるか、又は中継伝送路設備の設置区域が
一の都道府県を越えるもの）以上の事業者。
届出事業者とは、それ以外の事業者。

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

ＮＴＴ(持株会社)

(99年7月分割・再編) ＩＩＪ

(03年9月筆頭株主) ＮＴＴグループ
(85年4月民営化)

１－２ 国内の電気通信業界の主な変遷

(99年10月合併) (03年12月営業譲渡)

・ＮＴＴ(持株)

・ＮＴＴ東日本

・ＮＴＴ西日本

・ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

・ＮＴＴドコモ
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ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

(92年7月分割・再編) NTT国際ﾈｯﾄﾜｰｸ ＣＷＣ

ＮＴＴドコモ

Ｋ Ｄ Ｄ

(53年4月国際電話開始、 97年7月国内中継電話開始)

Ｔ

(98年12月合併)

セルラー系７社 ａｕ

ＤＤＩﾎﾟｹｯﾄ

(ｶｰﾗｲﾙが株式取得、
04年10月新会社設立)

ウィルコム

(

00 ウィルコム

日本高速通信(TWJ)

Ｄ Ｄ Ｉ

日本移動通信(IDO)

(87年9月国内中継電話開始)

(87年9月国内中継電話開始)

(98年12月合併)

(01年10月合併)

ツーカー系３社

ＤＤＩﾎ ｹｯﾄ

(05年10月合併)

（05年２月名称変更）

合併

00
年
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月
合
併)

ＫＤＤＩグループ

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ

(05年2月直収電話開始)

ウィルコム

日本移動通信(IDO)

アステル東京

東京通信ﾈｯﾄﾜｰｸ(TTNet)

(88年5月加入電話開始)

英ＢＴ 米ＡＴ&Ｔ

鷹 山
パワードコム

(03年4月合併)
(02年8月 PHS事業)

(06年1月合併)

(06年6月 PHS事業廃止) ＵＱコミュニケーションズＵＱコミュニケーションズ

(09年2月ＷｉＭＡＸ開始)

日本テレコム

日本国際通信(ITJ)

(87年9月国内中継電話開始)

(89年10月国際電話開始)

(99年9月 資本提携)

(97年10月合併)

Ｊフォン
日本テレコム

Ｊフォン ボーダフォン

(03年10月名称変更)

デジタルホン

(出資)

(出資)

(01年9月 株式取得) ソフトバンク
グループ

日本テレコム

(02年8月) 

日本ﾃﾚｺﾑHD
(03年12月名称変更)

ボーダフォンＨＤＤ

ソフトバンクモバイル

(89年10月国際電話開始)

英ボーダフォン

(出資)

英Ｃ&Ｗ

(99年6月買収)

日本テレコム
ソフトバンクテレコム

(05年7月合併)

(04年7月ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞから買収)

(03年11月ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞが買収)

ソフトバンクグループ

日本テレコム

国際デジタル通信(IDC) ｹｰﾌﾞﾙ･ｱﾝﾄﾞ・ﾜｲﾔﾚｽIDC
(99年6月買収)

(05年2月買収、名称変更）

イー・アクセス

(00年10月ADSL事業開始）

(出資)
(04年10月 日本テレコムが
イー・アクセス株売却)

(03年1月専用線サービス開始）

日本テレコム
ＩＤＣ

イー・アクセス

イー・モバイル

【出典：総務省作成資料をもとに作成】(07年3月無線データ通信サービス開始） ＡＣＣＡ
（08年8月子会社化）
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１－３ 電気通信サービスの契約数の推移

移動電話の加入者数は、2000年11月に固定電話の加入者数を逆転。2007年3月末には１億を超え、固定電話の
倍以上と２倍以上となった。
2008年12月末でブロードバンドの契約数は3千万を超え、約3,011万となった。
ＩＰ電話の利用番号数は約1,958万に増加。なお、0AB～J-IP電話の利用番号数が050-IP電話の利用番号数を超え
た。
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12,000
（万契約）

移動電話
（携帯電話＋PHS）

[2008年12月末]
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5026
5,685

6,678

7,482

6,000

8,000
（加入電話＋ISDN）

4,843万

5,245

5,636 5678
5516

5333
5123

5026

4935

4842

3,825

4,731

2 574 2,718 2,830 2,934 3,011

4,000
ブロードバンド

（DSL+CATV+FTTH+FWA）

3 011万

固定－移動の
契約数が逆転
固定：6,219万
移動：6,282万
（２０００年１１月）

49 87 138 171 213 433

1,170

2,691

22 85
387

943

1,541

1,955

2,145

2,238

2,329

2,421

2,530

2,574

2,643
2,775 2,875

2,976

528

830.5
976.7

1060.4

1145.7

1209.7
1300

1375.9
1447.8

1540
1611.9

1676.6

1753.5

1827.9

1904.7

1958.62,000

3,011万

IP電話
1,959万

0AB J IP電話 1 033万

注：２００４年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた加入者数又は契約数を、それ以前は任意の事業者から報告を受けた加入者数又は契約数を集計。

49 87 138 433 22 85 528

0

'90/3 '92/3 '94/3 '96/3 '98/3 '00/3 '02/3 '04/3 '05/9 '06/3 '06/9 '07/3 '07/9 '08/3 '08/9

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

0AB～J-IP電話 1,033万
050-IP電話 925万

１－４ 音声通信トラヒックの推移

電気通信サービスに係る音声通信のトラヒックは減少傾向。

8,0001,600 
総通信回数 総通信時間（億回） （百万時間）

平成１９年度は、平成１２年度と比較すると、総通信回数が約１９％減少、総通信時間が約４０％減少。

平成19年度

6,000

7,000

1,200 

1,400 
平成19年度
42.3億時間
対前年度比2.1％減

1,171.1億回
対前年度比2.3％減

4 000

5,000

800

1,000 

3,000

4,000

600 

800 

1,000

2,000

200 

400 

0

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

0 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

ＩＰ電話発信回数 27.0 34.7 58.0 72.9

ＰＨＳ発信回数 46.9 35.9 26.2 22.2 21.3 17.2 17.0 18.9 18.2

ＩＰ電話発総通信時間 172 210 297 350

ＰＨＳ発総通信時間 99 110 115 154 225 153 142 151 153

※ 固定は加入電話、公衆電話及びＩＳＤＮの合計

発信回数 46.9 35.9 26.2 22.2 21.3 17.2 17.0 18.9 18.2

携帯発信回数 333.9 438.3 452.4 474.5 504.4 516.8 522.3 526.0 533.6

固定発信回数 963.1 973.3 905.3 827.2 774.4 703.7 637.3 596.2 546.3

発総通信時間 99 110 115 154 225 153 142 151 153

携帯発総通信時間 1,036 1,343 1,516 1,598 1,659 1,672 1,741 1,816 1,899

固定発総通信時間 5,016 5,573 4,935 3,995 3,314 2,675 2,269 2,062 1,835

【出典：総務省作成資料をもとに作成】
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１－５ 我が国のインターネットトラヒックの推移

２００８年１１月時点の我が国のブロードバンド契約者のダウンロードトラヒック総量は推定で990Gbps。
この１年で約1.2倍（21.6％増）となった。

【出典：総務省作成資料】

１－６ ブロードバンドアクセスサービスの加入数の推移

2008年12月末でブロードバンドの加入数は3，011万となった。

加入数（万件） 【月間平均純増数（ＦＷＡを除く）】【加入数】 一月当たりの

ＦＴＴＨ加入数が増加する一方、ＤＳＬ加入数は２００６年４月以降減少に転じ、２００８年６月末にはＦＴＴＨ
加入数がＤＳＬ加入数を初めて上回った。

500,000 

600,000 

FTTH

DSL
3000

3500

加入数（万件） 【月間平均純増数（ＦＷＡを除く）】【加入数】

加入数:3,011万
(2008年12月末現在)

平均純増数

400,000 

CATV

2500

FTTH

DSL

CATV

(2008年12月末現在)

FTTH FTTH 
1,4421,442万万

200,000 

300,000 

1500

2000

ＦＷＡ

2222万万
FTTHFTTH

0 

100,000 

1000

1500

DSLDSL

2222万万

2.12.1万万
CATVCATV

-100,000 500

1,1591,159万万

CATVCATV
408408万万

--12.412.4万万
DSLDSL

FWA
1.3万

-200,000 
00/10-12 01/10-12 02/10-12 03/10-12 04/10-12 05/10-12 06/10-12 07/10-12 08/10-12

0

00/12 01/12 02/12 03/12 04/12 05/12 06/12 07/12 08/12

408408万万

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

※ グラフ右側の数字は、2008年10月から12月までの間の純増数を一月当たりに
平均した数。

0
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１－７ 国内電気通信市場の規模（平成１９年度）

主要な電気通信事業者の平成１９年度の売上高合計は約１６兆円主要な電気通信事業者の平成１９年度の売上高合計は約１６兆円
昭和６０年度の約３倍に拡大しているが、近年は減少傾向
うちＮＴＴが約９兆８，０００億円を占める。

他 億

15兆円

ソフトバンクモバイル

ソフトバンクテレコム3,707億円

その他 7,247億円

ソフトバンク

KDDI
3兆5,812億円

au(ﾂｰｶｰ含む）
2兆8,626億円

ソフトバンクモバイル

1兆6,308億円

KDDI固定 7 186億円

(SB)
2兆15億円

16兆
1,105億円

10兆円

NTTドコモ
4兆7,118億円

ＫＤＤ 2,230億円

KDDI固定 7,186億円

5兆円

NTT
5兆1 340億円

NTT西日本
1兆9,012億円

NTTコム 1兆1,545億円

５兆3,570億円

NTT
9兆8,029億円

２００７年度（平成19年度）

5兆1,340億円

NTT東日本
2兆27億円

兆 , 億円

１９８５年度（昭和60年度）

【出典：総務省作成資料をもとに作成】
（参考）その他の主な事業者・・・ウィルコム（2,540億円） 、 J-COMグループ（987億円）

注１ 基礎的電気通信役務を提供する事業者等が電気通信事業会計規則に基づき提出する財務諸表（総売上高）、認定電気通信事業者が電気通信事業会計規則に基づき提出する会計
報告(電気通信事業及び電気通信事業以外の事業の営業収益の合計額)により作成。

注２ ＮＴＴドコモの売上高及びＫＤＤＩの固定・auのセグメント別の売上高並びにソフトバンクテレコム及びソフトバンクモバイルの売上高は、決算短信により作成。

１－８ 携帯電話の普及

携帯電話加入数は、２００７年１２月に１憶加入を超え、２００９年３月末では約１億７４９万加入となった。

2009年3月末現在 加入数

～TCA調べ～携帯電話加入数全体に占める第３世代携帯電話の加入数は、２００９年３月末で９２．７％、インターネット接
続の加入数は８４．８％。

（百万加入）

100

110
・携帯電話 :約1億749万加入
・インターネット接続 :約9,118万加入
・第３世代携帯電話 :約9,963万加入

（百万加入）
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第３世代携帯電話
サービス開始

（注）数値は（社）電気通信事業者協会調べによる

【出典：総務省作成資料をもとに作成】
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１－９ ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモの市場シェアの推移

NTT東西の加入電話（ＮＴＴ加入電話、直収電話、０ＡＢ～ＪーＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話の合計）のシェアは減少傾向NTT東西の加入電話（ＮＴＴ加入電話、直収電話、０ＡＢ Ｊ ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話の合計）のシ アは減少傾向
が続いているが、IP電話全体（０ＡＢ～ＪーIＰ電話、050ーＩＰ電話）ではシェアを伸ばしている。
NTTドコモの携帯電話・PHSのシェアは平成20年3月末以降過半数を割り込んでいる。
NTT東西のDSLのシェアが減少している一方、FTTHの増加によりブロードバンド全体で増加傾向が続いている。

固定通信固定通信 移動体通信移動体通信 インターネット接続インターネット接続
100% 100% 100%

89.6% 88.6% 87.9% 87.2% 86.8% 86.3%85.6% 85.1%80%

90% 加入電話

80%

90%

72 2% 72 9% 73 4%
73.7%

80%

90%

ＦＴＴＨ

0AB J IP電話
76.7%

73.3% 73.2% 72.9% 72.7% 72.4%71.4% 70.9%

60%

70%

60%

70%
69.0% 70.0%

70.7% 71.4%
72.2% 72.9% 73.4%

73.7%

60%

70%

0AB~J-IP電話

37 4%40%

50%

52.2% 51.6% 51.1% 50.6% 49.7% 49.5% 49.3% 49.1%
50%

%
携帯電話・ＰＨＳ

43.1% 44.1%
44.9% 45.8%

46.8% 47.8%
48.5% 49.2%

50%

60%
ブロードバンド全体

IP電話全体

21.9%
24.4%

26.8%
29.5%

32.2%
34.3%35.7%

37.4%

30%

40%

30%

40%

38.0% 37.7% 37.4% 37.1% 36.7% 36.5% 36.3% 36.0%
30%

40% ＤＳＬ

【出典：総務省報道資料をもとに作成】

注）・０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話及びＩＰ電話全体は利用番号数、その他は契約数のシェア
・ブロードバンド全体とはDSL、FTTH、CATVインターネットをいう。

20%
H19.3 H19.6 H19.9 H19.12 H20.3 H20.6 H20.9 H20.12

20%
H19.3 H19.6 H19.9 H19.12 H20.3 H20.6 H20.9 H20.12

20%
H19.3 H19.6 H19.9 H19.12 H20.3 H20.6 H20.9 H20.12

特に固定電話の加入部分、中継電話、ＩＰ電話、携帯電話・ＰＨＳ、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、専用サービスの市場集中度が高い。

１－10 市場集中度とＮＴＴグループのシェア（電気通信事業分野における競争状況の評価２００７より）

市場集中度が高い多くの市場において、NTTグループのシェアが高い傾向にある。FTTHのシェア急増が顕著（前年度比 約４％
増）。

領域領域
主な画定市場主な画定市場
（部分市場を含む）（部分市場を含む）

０７年度の評価結果０７年度の評価結果

市場集中度（ＨＨＩ）市場集中度（ＨＨＩ） ＮＴＴグル プのシェアＮＴＴグル プのシェア（部分市場を含む）（部分市場を含む） 市場集中度（ＨＨＩ）市場集中度（ＨＨＩ） ＮＴＴグループのシェアＮＴＴグループのシェア

固定電話（加入）固定電話（加入）
（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話、

０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話における加入部分）

７６７６７６７６ ↓↓ ８７．３％８７．３％ ↓↓

市内市内 ３１８９３１８９ ↓↓ 市内市内 ７６．２％７６．２％ →→

固定電話固定電話 中継電話中継電話
（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ
電話、０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話の通話部分）

市市 ↓↓ 市市

県内市外県内市外 ２９２８２９２８ ↓↓ 県内市外県内市外 ７３．６％７３．６％ →→

県外県外 ４２５９４２５９ ↓↓ 県外県外 ７２．１％７２．１％ →→

国際国際 ３２４３３２４３ ↓↓ 国際国際 ６３．７％６３．７％ ↑↑

０５０－ＩＰ電話０５０－ＩＰ電話 ３２６１３２６１ →→ ３１．１％３１．１％ →→

移動体通信移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ携帯電話・ＰＨＳ ３６５１３６５１ ↓↓ ５０．６％５０．６％ ↓↓

ブロードバンドブロードバンド ２５５１２５５１ ↑↑ ４６．３％４６．３％ ↑↑

ＡＤＳＬＡＤＳＬ ３０５３３０５３ ３７ １％３７ １％ ↓↓
インターネットインターネット
接続接続

ＡＤＳＬＡＤＳＬ ３０５３３０５３ →→ ３７．１％３７．１％ ↓↓

ＦＴＴＨＦＴＴＨ ５３３１５３３１ ↑↑ ７１．４％７１．４％ ↑↑

ＣＡＴＶインターネットＣＡＴＶインターネット １１５９１１５９ ↑↑ －－

ＩＳＰＩＳＰ １５５４１５５４ ↓↓ ２９．５％２９．５％ ↑↑

（※） 市場集中度を示すハーフィンダール・ハーシュマン指数（ＨＨＩ）は、０（完全競争）～１００００（完全独占）の値をとり、１００００に近づくほど市場集中度が高いことを示す指数である。この指数の評価については、日本
の公正取引委員会では 企業合併後のＨＨＩが１５００以下の場合は「競争を実質的に制限することとなるとは通常考えられない」 ＨＨＩが２５００以下の場合（かつ市場シェアが３５％以下の場合）は「競争を実質的に制

ＩＳＰＩＳＰ １５５４１５５４ ↓↓ ２９．５％２９．５％ ↑↑

法人向けネット法人向けネット
ワークサービスワークサービス

ＷＡＮサービスＷＡＮサービス ２２３２２２３２ ↑↑ ６９．０％６９．０％ ↓↓

専用サービス専用サービス ８５５１８５５１ ↑↑ ９６．１％９６．１％ ↑↑

の公正取引委員会では、企業合併後のＨＨＩが１５００以下の場合は「競争を実質的に制限することとなるとは通常考えられない」、ＨＨＩが２５００以下の場合（かつ市場シェアが３５％以下の場合）は「競争を実質的に制
限することとなるおそれは小さいと通常考えられる」としている。

（注１） 市場集中度指数の算出にあたっては、全国レベルではＮＴＴ東西を１者とみなし、その他のＮＴＴグループの会社は別会社とみなしている（ただし、ブロードバンド・ＩＳＰにおいてはソフトバンクグループ、Ｊ：ＣＯＭグ
ループ、ＪＣＮグループ及び電力系事業者を、ＣＡＴＶインターネットにおいては、Ｊ：ＣＯＭグループ、ＪＣＮグループを、ＦＴＴＨにおいては電力系事業者をそれぞれ１者とみなしている）。「ＮＴＴグループのシェア」のう
ち、050－IP電話はNTTコミュニケーションズ、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨは、ＮＴＴ東西のシェア、専用サービスはＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴ－ＭＥのシェア。なお、固定電話、移動体通信及びインターネット接続
は当該年度の１２月時点、中継電話は当該年度の３月時点、WANサービスは９月時点、専用サービスは前年度の３月時点のデータ。

（注２） 表中の矢印（↓↑→）は昨年度値との比較を示す。
【出典：電気通信事業分野における競争状況の評価2007（H20.9.5公表）をもとに作成】
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12
①市外通話（東京－大阪間） ②市内通話

（平日昼間３分間、税抜き額） （平日昼間３分間、税抜き額）

（Ｈ２０．４．１現在）

１－11 料金の低廉化

400

500

8

9

10

11

12（平日昼間３分間、税抜き額）

400円

10
円 ９

NTT東西（ひかり
電話）：8円

NTT東・西、KDDI
NTTｺﾑ、日本ﾃﾚｺﾑ：8.5円
QTNet：8.4円

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ：２０円

200

300

3

4

5

6

7

▲80～98%

80円

９
円

8.0

7.9

〜

8.5

8.4
円

〜▲21%

▲20%

〜

ﾌｭ ｼ ｮﾝ：２０円

ＮＴＴ東西（ひかり
電話）：８円

0

100

0

1

2

NTT：S51.11.17～ QTNet:H11.4.1～

ＮＴＴ東：H13.1.10～

H13.5.1～ NTT東西:

H16.9～
NTT：S58.7.21～

KDDI、ＮＴＴｺﾑ、
日本ﾃﾚｺﾑ：
H13.3.1～

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ：

13.4.1～
ＮＴＴ東西：
H16.9～

80円
円

2000

③国際通話（日米間） ④携帯電話（800MHzデジタル方式） （NTTドコモの場合）
（平日昼間３分間）

日本ﾃﾚｺﾑ：180円(H11 10 1)
【基本料】 【通話料】（携帯→固定、県内）

（平日昼間３分間、税抜き額）

H13.3.1

15000

20000

200

250

300

350

1500

日本ﾃﾚｺﾑ：180円(H11.10.1)
KDDI：180円(H11.11.1)
NTTｺﾑ：160円（H12.4.3)
ﾃｨｰｼｽﾃﾑｽﾞ：75円(H12.12.10)
ﾌｭｰｼﾞｮﾝ：45円(H13.9.1)
ﾒﾃﾞｨｱ：24円(H16.7～)
ＮＴＴ東西（ひかり電話）：27円(H16.9～)

1,530円 17,000円

▲72 9%

260円

（平日昼間３分間、税抜き額）

5000

10000

50

100

150

200

500

1000
東西（ひかり電話） 円( )

▲88～98% 4,600円

▲72.9%

108円

▲58.5%

0 0

50

0

KDD：S60.4.1～ H11.10～
H5.3.25～ H19.11～ H5.3.25～ H17.11～

（注）基本料、通話料はタイプＳ

【出典：第73回（H18.9.26）電気通信事業紛争処理委員会資料をもとに作成】

１－12 多様化する料金体系

■■通信量によらない料金体系（従量制通信量によらない料金体系（従量制⇒⇒定額制）定額制）

●2001年 ソフトバンク ADSLで定額制プラン開始（2,830円/月）
●2001年 有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ FTTHで定額制プラン開始（5,800円/月）
●2005年 ウィルコム PHSで定額制プラン開始（2,900円/月 【ウィルコム間通話】及び電子メール）
●2007年 NTTドコモ PC向けパケット定額プラン開始（送受信最大64kbps：4,200円/月、受信最大3.6Ｍbps：50万パケットまで4,200円/月 等）
●2007年 au PC向けパケット定額プラン開始（受信最大3.1Ｍbps：7万2千パケットを超えた時点から定額（5,985円/月 等））●2007年 au PC向けパケット定額プラン開始（受信最大3.1Ｍbps 7万2千パケットを超えた時点から定額（5,985円/月 等））
●2008年 イー・モバイル 携帯電話で定額制プラン開始（1,980円/月【イー・モバイル間通話・ショートメッセージ（自社サービスエリア内）】）

■■無料とする料金体系（従量制無料とする料金体系（従量制⇒⇒無料化）無料化）

●2006年 ソフトバンクモバイル 特定の料金プランへの加入を条件としてソフトバンク携帯電話同士の国内通話を夜間（21時～1時）を除き無料●2006年 ソフトバンクモバイル 特定の料金プランへの加入を条件としてソフトバンク携帯電話同士の国内通話を夜間（21時 1時）を除き無料
●2007年 ソフトバンクモバイル 特定の料金プランへの加入を条件として家族（ソフトバンク端末）への国内通話を終日無料
●2008年 au 契約期間のある割引サービスへの加入を条件として家族（ａｕ端末）への国内通話を終日無料
●2008年 NTTドコモ 契約期間のある割引サービスへの加入を条件として家族（ドコモ端末）への国内通話を終日無料
●2008年 KDDI 所定の条件を満たすことにより、自宅のKDDI固定電話からau携帯電話・KDDI固定電話への国内通話料及びau携帯電話から自宅

（KDDI固定電話）への国内通話料を終日無料

■■距離によらない料金体系（距離区分距離によらない料金体系（距離区分⇒⇒全国一律）全国一律）

（KDDI固定電話） の国内通話料を終日無料
●2008年 ソフトバンクモバイル・ソフトバンクＢＢ 特定の料金プランへの加入等を条件として、ソフトバンクＢＢの050電話を使うＩＰ電話とソフトバン

ク携帯電話間の通話が２４時間無料

●2001年 FUSION 中継電話で全国一律料金プラン開始（全国一律20円/3分）
●2003年 ソフトバンク 050IP電話で全国一律料金、加入者間無料プラン開始（全国一律7.99円/3分 加入者間無料）
●2004年 NTT-COM 中継電話で県内、県間一律料金プラン開始（県内8.4円/3分 県間15.75円/3分）
●2005年 NTT東西 加入電話で県内一律料金プラン開始（県内7.5円/3分+100円/月（プラン2））
●2005年 KDDI 新型直収電話で県内、県間一律料金プラン開始（県内8.4円/3分 県間15.75円/3分）● 年 新型直収電話 県内、県間 律料金 ラ 開始（県内 円/ 分 県間 円/ 分）

■■サービス区分によらない料金体系（役務別料金サービス区分によらない料金体系（役務別料金⇒⇒セット料金）セット料金）

●2000年 NTTドコモ、2001年 au、J-フォン（当時）
携帯電話のプラン料金に含まれる無料通話分を通話のみならずパケット通信にも適用携帯電話 ラ 料 含まれる無料通話分を通話 な ず ッ 通信 も適用
（3,900円/月（うち無料通話料1,100円：ドコモおはなしプラスMの例））

●2003年 KDDI 電話、データ通信、放送サービスのバンドル料金プラン開始
（3サービス込みで7,297円/月+通話料）

【出典：第67回（H17.12.5）電気通信事業紛争処理委員会資料をもとに作成】
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１－13 各種料金の国際比較

東京のブロードバンド（DSL）料金は諸外国の都市（ニューヨーク、ロンドン、パリ、デュッセルドルフ、ストックホ

【平成20年3月末時点】

6 000
円/月 8 千円/年

ＤＳＬ料金ＤＳＬ料金 住宅用固定電話料金（割引プラン適用）住宅用固定電話料金（割引プラン適用）

ルム、ソウル）と比べて低廉な水準にあり、固定電話料金及び携帯電話料金は概ね平均的な水準にある。

(下り速度：Ｍbps)
47 50 3 18 16 24 50

4,000

6,000

3,775
4,227

4,617 4,438

3,326

1,328

3,370

5,419

ＩＳＰ料金

通信料金
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61

55

74

62

49

2,000

2,520

2,938

4,091

850

20

40

26

0 0

4570

注１：１ヶ月間常時接続した場合の料金（モデムリース料金除く）で比較
注２：東京１は、NTT東日本フレッツADSLﾓｱⅢ＋NTTぷららフレッツ・ADSLセット
注３：東京２は、ソフトバンクBBのYahoo! BB ADSL 50M

※1日平均 市内：約2回計8分、市外：約0.5回 計3分、携帯着：約0.8回 計1.5分通話した場合の年間料金で比較

携帯 話料金携帯 話料金
【参考】各国における平均的な利用分数による携帯電話料金比較
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【出典：総務省報道資料（Ｈ20.8.1）をもとに作成】

※音声：月96分、メール：月100通、データ：月16,000パケットを利用した場合の月間料金で比較 ※各国における１契約当たりの月間平均利用分数を利用した場合に要する最も低廉な料金で比較

東京 ﾆｭｰﾖｰｸ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾊﾟﾘ ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ ｿｳﾙ
東京
(96分)

ﾆｭｰﾖｰｸ
(357分)

ﾛﾝﾄﾞﾝ
(98分)

ﾊﾟﾘ
(157分)

ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ
(55分)

ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ
(113分)

ｿｳﾙ
(160分)

２ 電気通信事業に関する規律
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２－１ 電気通信事業に関する規律の変遷（１）

テレフォニーの
時代

インターネットの
登場

ユビキタスネット化
の進展

技術

１ 独占から競争へ
1985年～

３ ダイナミズムの創出
2004年～

19851985～～ 19971997～～ 20012001～～

２ 公正競争の促進
1997年～

20042004～～19901990～～

■競争原理の
導入
■電電公社の
民営化
■新規事業者

■ＮＴＴ再編成
■需給調整条項の撤廃
■外資規制の原則撤廃
■料金認可制を事前届出
制に

■ＮＴＴ東西の活用業務
の創設

■参入許可の廃止（登録/届出）
■料金・約款規制の原則廃止

■ＮＴＴ事業部
制導入
■データ通信部
門の分離
■移動体通信

従
来
の ネ■新規事業者

の参入
制に■移動体通信

部門の分離

事前規制 緩和

オープン・迅速・
柔軟な政策形成

の
公
益
事
業
型
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
産
業

（オープン性・透明性の確保）
■競争評価の実施競争市場の構築

事前規制の緩和
新たな競争ルール

の整備

柔軟な政策形成の
規
制
・制
度

業
型
の
新
た
な
行
政

■競争評価の実施
■情報公開の推進
（安心・安全の確保）
■利用者保護ルールの整備
■情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強化
■個人情報保護の推進

（非対称規制の導入）
■接続ルールの制度化

（競争ルールの充実）
■非対称規制の拡充
■電気通信事業紛争処
理委員会の設置

競争市場の構築
政
枠
組
み

【出典：総務省作成資料】

■個人情報保護の推進■長期増分費用方式の導
入

■ユニバーサルサービ
ス制度

【出典：総務省作成資料】

（年月は施行時点）

２－２ 電気通信事業に関する規律の変遷（２）

参入・退出規制 参入許可の基準のうち需
給調整条項を撤廃

（H9法改正）

H9.11
・一種・二種の事業区分を廃止
・事業の参入・退出に係る許可
制を登録・届出制に緩和

（H15法改正）

H16.4

外資規制 民間衛星事業者に対す
る外資規制を撤廃

（H6法改正）

H6.6

外資規制を原則撤廃
（H9法改正）

H10.2

H7 10 H10.11 H13.11
H16 4

・料金認可制を廃止し、事前届出
制に緩和
・NTTの電話、専用線料金にプラ
イスキャップ規制を導入

（H10法改正）

料金・約款規制
携帯電話等の料金につい
て認可制を廃止し、事前
届出制に緩和

（H7法改正）

H7.10
一種指定設備を用いる役務
以外の役務に関する契約約
款について認可制を廃止し、
事前届出制に緩和

（H13法改正）

料金・契約約款の事前届出制を
原則廃止し、サービス提供を原
則自由化

（H15法改正）

H16.4

H16 4

利用者保護ﾙｰﾙ

H9 11 H12 11 H13 11

事業休廃止の事前周知、役務の
提供条件に関する説明、適切・
迅速な苦情処理を義務化

（H15法改正）

H16.4

長期増分費用方式の導入
（H12法改正）

非対称規制

接続規制
接続の義務化、指定電気
通信設備制度の導入

（H9法改正）

H9.11 H12.11

・二種指定設備（移動系）制度の
導入、指定設備以外に係る接続
協定の認可制を廃止し、事前届
出制に緩和、

・電気通信事業紛争処理委員会
の設置

H13.11

・加入者回線のｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙ
（ﾒﾀﾙ回線：H12省令改正）

H12.9～

接続協定の届出義務を廃止
（H15法改正）

H16.4

非対称規制

行為規制

の設置
（H13法改正）

市場支配力を有する事業者に
対する禁止行為規制を導入

（H13法改正）

H13.11

（光ﾌｧｲﾊﾞ：H13省令改正）
・ｺﾛｹｰｼｮﾝﾙｰﾙの整備

（H12省令改正）

ユニバーサル
サービス制度

ユニバーサルサービス
基金制度の導入

（H13法改正）

H14.6

ユニバーサルサービス
基金制度の見直し

（H18省令改正）

H18.4

【出典：総務省作成資料】
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電気通信事業者 第 種指定電気通信設備を 第 種指定電気通信設備を設置する電

２－３ 現行の電気通信事業法による規律の概要

電気通信事業者 第一種指定電気通信設備を

設置する電気通信事業者（固定系）

第二種指定電気通信設備を設置する電
気通信事業者（移動系）

参入・退出規制

【参入】
届出 （①端末系伝送路設備の設置区域が同一市町村の区域を超える場合、②中継系伝送路設備の設置区間が一の都道府県の区域を超える場合は登録）

【退出】

外資規制 事後届出 （利用者に対しては予め相当の期間をおいて周知が必要）

【外資規制】
なし （NTT持株に対しては3分の1の外資規制）

原則として自由

料金・約款規制

【基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス：国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべき役務）】
契約約款の作成、届出

【指定電気通信役務（※1）】
保障契約約款の作成、届出

【特定電気通信役務（※2）】
プライスキャップ規制（上限価格規制）

利用者保護 事業休廃止の際の利用者に対する事前周知義務、電気通信役務の提供条件に関する説明義務、苦情等に関する適切・迅速な処理義務

非
接続規制

電気通信回線設備を設置する全ての事業者に対し、接続請求応諾義務

・接続約款の認可、公表
接続約款の届出 公表非

対
称
規
制

・接続会計の整理 等
接続約款の届出、公表

行為規制
なし

【禁止行為】
・接続情報の目的外利用・提供 等
【特定関係事業者（NTTコム）との間の禁止行
為】
・役員兼任 等

※適用事業者については、市場シェア等
も勘案して個別に指定（NTTドコモを指
定）
【禁止行為】
同左役員

ユニバーサル

サービス制度

【ユニバーサルサービスの範囲】
加入電話基本料、公衆電話、緊急通報
【制度の仕組み】

適格電気通信事業者に対し、基礎的電気通信役務の提供に要する費用の額が基礎的電気通信役務の提供により生ずる収益の額を上回ると見込まれる場
合に、その費用の一部に充てるための交付金を交付

（※1）指定電気通信役務＝第一種指定設備を用いて提供する役務であって、他の事業者による代替的な役務が十分に提供されない役務：ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ、専用線、Ｂフレッツ、
フレッツＩＳＤＮ、オフトーク等

（※2）特定電気通信役務＝指定電気通信役務であって、利用者の利益に及ぼす影響が大きい役務：ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ（基本料、施設設置負担金、通話料・通信料、番号案内
料）、専用線専用料

【出典：総務省作成資料】

第一種指定電気通信設備(固定系) 第二種指定電気通信設備（移動系）

２－４ 指定電気通信設備制度の枠組み

第 種指定電気通信設備(固定系) 第 種指定電気通信設備（移動系）

対象設備

不可欠設備として指定された
固定通信用の電気通信設備

不可欠性はないが、（電波の有限性により
物理的に更なる参入が困難となる）移動体
通信市場において、相対的に多数の加入者
を収容し る設備対象設備 を収容している設備

加入者回線及びこれと一体として
設置される電気通信設備

基地局回線及び移動体通信を提供するため
に設置される電気通信設備

指定要件
都道府県ごと、
占有率が50％を超える加入者回線を有すること

業務区域ごと、
占有率が25％を超える端末設備を有すること

各都道府県でNTT東西を指定 NTTドコモ、KDDI、沖縄セルラー

サービス規制
指定電気通信役務：保障契約約款

（特定電気通信役務：プライスキャップ規制）

各都道府県でNTT東西を指定 NTTド 、KDDI、沖縄セルラ

接続料の算定方法などについて法定要件あり接続関連
規制

接続約款の認可 接続約款の届出

接続会計の整理

行為規制

■特定業務以外への情報流用の禁止
■各事業者の公平な取扱い
■設備製造業者・販売業者の公平な取扱い

［収益ベースのシェアが25%を超える場合に指定］ＮＴＴドコモ
■特定業務以外への情報流用の禁止
各事業者 公平な取扱

接続会計の整理

行為規制 ■設備製造業者・販売業者の公平な取扱い
■特定関係事業者（ＮＴＴコム）との間のファイア
ウォール

■各事業者の公平な取扱い
■設備製造業者・販売業者の公平な取扱い

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

78



２－５ 指定電気通信設備の範囲

現行制度は、オープン化の対象となる具体的な設備を、実現される機能を念頭に置きつつ指定。現行制度は、オープン化の対象となる具体的な設備を、実現される機能を念頭に置きつつ指定。
平成２０年７月７日、ＮＧＮ及びひかり電話網を第一種指定電気通信設備の対象とした。平成２０年７月７日、ＮＧＮ及びひかり電話網を第一種指定電気通信設備の対象とした。

第二種指定電気通信設備の指定内容第一種指定電気通信設備の指定内容

１. 特定移動端末設備と接続される伝送路設備を直接収容するもの（第二種指定端末

系交換設備）

１．固定端末系伝送路設備（加入者側終端装置、主配線盤等を含む）

交

換

設

備

系交換設備）

２. 第二種指定端末系交換設備以外の交換設備であって業務区域内における特定移

動端末設備との通信を行うもの（第二種指定中継系交換設備）

ルータにあっては、ルータを設置する電気通信事業者が提供するインターネット接続

サービスに用いられるもののうち、当該インターネット接続サービスに用いられる顧客

デ 振 機能を有す も 除く

２．第一種指定端末系交換等設備及び第一種指定中継系交換等設備

ただし、以下の設備を除く。

・他の電気通信事業者の設備への振り分け機能を有さないルータ

（当該ルータと対向するルータが振り分け機能を有する場合を除く）

のデータベースへの振り分け機能を有するものは除く。

伝

送

３. 第二種指定中継交換設備の交換設備相互間に設置される伝送路設備

４. 特定移動端末設備へ電波を送り、又は特定移動端末設備から電波を受ける無線局

の無線設備（第二種指定端末系無線基地局）３．第一種市内伝送路設備及び第一種指定中継系伝送路設備

・ＤＳＬＡＭ（G.992.1/G992.2 Annex C 準拠に限る。）及びＤＳＬ用スプリッタ

（コロケーションできない局舎に設置される場合を除く）

路

設

備

５. 第二種指定端末系無線基地局と、第二種指定端末系交換設備が設置されている建

物（第二種指定端末系交換局）との間に設置される伝送路設備

６. 第二種指定端末系交換局と、第二種指定中継系交換設備が設置されている建物と

の間に設置される伝送路設備６．番号案内に用いられる番号案内データベース、サービス制御（統括）局

４．信号用伝送路設備及び信号用中継交換機

５．SIPサーバ

の間に設置される伝送路設備

そ

の

他

７. 信号用伝送路設備及び信号用中継交換機

８. 携帯電話の端末の認証等を行うために用いられるサービス制御局

他の電気通信事業者の電気通信設備と に掲げる電気通信設備との間に設９ 番号案内又は手動通信に用いられる交換機 案内台装置及び伝送路設備

８．公衆電話機及びこれに付随する設備

７．ＰＨＳ事業者との接続に用いるＰＨＳ加入者ﾓｼﾞｭｰﾙ及び端末認証用のｻｰﾋﾞｽ制御（統括）局

番号案 用 番号案 、 制御（統括）

他 ９. 他の電気通信事業者の電気通信設備と１.~８．に掲げる電気通信設備との間に設

置される伝送路設備

（３.~８.に掲げるものを除く。）

【出典：第７回（H19.5.25）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料をもとに作成】

10．相互接続点までの伝送路設備

９．番号案内又は手動通信に用いられる交換機、案内台装置及び伝送路設備

（参考） 第一種指定電気通信設備の範囲（概念図）

相互接続点相互接続点

番号案内用
交換機 中継交換機

中継局（ＩＣ）
他事業者
接続用
ルータ

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置

SIP
サーバ

他事業者
接続用ＳＷ

関門
交換機

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置

網終端装置 中継
ＳＷ

中継
ルータ

網終端
装置

専用線
ﾉｰﾄﾞＳＷ

収容局－中継局
間伝送路

信号用
中継交換機

信号用伝送路
ＮＧＮＰＳＴＮ網 ひかり

電話網
地域ＩＰ網

中継ダーク
ファイバ

専
用
線
網 専用線

番号案内用
データベース

中継交換機

収容局
（ＧＣ）

※

収容局
（ＧＣ）

中継SIP 中継中継
中継
ル タ

中継
ル タ

網 専用線
伝送路

専用線

PHS接続装置

加入者交換機

（ＧＣ）
※

※※局内装置
※

（ＧＣ）

ＩＰ電話用
収容ルータ

ＳＷ
SIP
サーバ ルータ

収容
ルータ

中継
ルータ

ルータルータ

収容
ＳＷ

ﾉｰﾄﾞＳＷ

PHS基地局回線

公衆電話

収容局間

伝送路
ドライカッパ
ﾗｲﾝｼｪｱﾘﾝｸﾞ

銅線 光ファイバ

（ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ）

専用線
伝送路光ファイバ

（ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ）

【出典：第１回（H18.12.15）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料をもとに作成】

※ＤＳＬＡＭ、ＤＳＬ用スプリッタを除く

FTTH
ユーザ

ADSL
ユーザ

イーサ
ユーザ

FTTH
ユーザ
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（参考） 第二種指定電気通信設備の範囲（概念図）

第二種指定電気

第二種指定
中継系交換局共通線信号網

サービス制御局
第二種指定電気
通信設備の範囲

第二種指定端
末系交換局

相互接続点

第
二
種
指
定

交
換
等
設
備

第
二
種
指
定
端

無
線
基
地
局

他事業者電話網

第
二
種
指
定
端

交
換
等
設
備

定
中
継
系

備

端
末
系

局 端
末
系

備
第
二
種
指
定
中

交
換
等
設
備

インターネット網

第二種指定端末系 第二種指定中継系

中
継
系

第二種指定中継系

【出典：第１回（H18.12.15）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料をもとに作成】

第 種指定端末系
伝送路設備

第 種指定中継系
伝送路設備

第 種指定中継系
伝送路設備

区 分 内 容

２－６ 第一種指定電気通信設備との接続に関する規律(電気通信事業法第33条）

接続約款の作成・認可（第2項）、公表
（第11項）

►接続料、接続箇所における技術的条件等の接続条件について接続約款を定め、認可を受けること（新たに
指定された設備については3か月以内に認可申請（第16項）。接続約款を変更する場合も同様。

【【認可の要件（第認可の要件（第44項）項）】】

◪標準的な技術箇所における技術的条件 機能ごとの接続料 事業者間の責任に関する事◪標準的な技術箇所における技術的条件、機能ごとの接続料、事業者間の責任に関する事
項等が適正・明確に定められていること

◪接続料が能率的な経営の下における適正な原価を算定するものとして接続料規則で定める
方法により算定された原価に照らし公正妥当なものであること

加入者交換機能等の接続料☞原価は長期増分費用方式（ＬＲＩＣ）により算定

►認可接続約款の実施の日から営業所その他の事業所において閲覧に供するとともに、

加入者交換機能等の接続料 原価は長期増分費用方式（ＬＲＩＣ）により算定

◪接続条件が、第一種指定電気通信設備に自己の電気通信設備を接続することとした場合
の条件に比して不利なものでないこと

◪特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと

認可接続約款の実施の日から営業所その他の事業所において閲覧に供するとともに、

インターネットにより公表すること。

接続約款の届出(第7項） ►接続約款の条件のうち、付加的な機能の接続料等一定の軽微な事項については、その実施前（新たに指定
された設備については3か月以内（第17項）に届出を行うこと。

接続約款の変更認可申請命令（第6項） ►公共の利益の増進に支障があると認めるときは接続約款の変更認可申請命令（届出約款の場合は変更命接続約款の変更認可申請命令（第6項）

変更命令（第8項）

►公共の利益の増進に支障があると認めるときは接続約款の変更認可申請命令（届出約款の場合は変更命
令）が可能。

認可接続約款等に基づく接続協定の
締結(第9項）

►原則として、認可接続約款に基づき接続協定を締結すること。

►認可接続約款等により難い特別な事情があるときは、認可を受けて接続約款等に基づかない接続協定を締
結することができる （第10項）結することができる。（第10項）

通信量等の記録（第12項）

接続会計の整理・公表（第13項）

►接続料規則で定める機能ごとに通信量、回線数等を記録すること

►接続会計規則により接続会計を整理し、接続に関する収支状況等について公表すること。

接続料の再計算義務(第14項） ►ＬＲＩＣによる接続料については接続約款認可後5年以内（現行接続料規則上１年ごと）に、それ以外の接続
ぞ料については毎事業年度の接続会計を整理したときに、それぞれ接続料を再計算すること。

接続に必要な情報の提供の努力義務
（第15項）

►第一種指定電気通信設備との接続を円滑に行うために必要な情報の提供に努めること。

【出典：第１回（H18.12.15）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料をもとに作成】
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電気通信事業法第33条第4項第1号 電気通信事業法施行規則第23条の4第2項

（参考） 接続約款に規定すべき主な事項

標準的な接続箇所における技術的条件

機能ごとの接続料

電気通信事業法第 条第 項第 号

他事業者が接続の請求等を行う場合の手続

建物・管路・とう道へのコロケーションに係る事項

電気通信事業法施行規則第 条 第 項

事業者間の責任に関する事項

電気通信役務に関する料金を定める電
気通信事業者の別

他事業者がｺﾛｹｰｼｮﾝ可能な空きｽﾍﾟｰｽに関する情報開示を受けるための手続
他事業者がＮＴＴ東西に対しｺﾛｹｰｼｮﾝを請求し回答を受ける手続

（他事業者による当該請求に係る建物への立入りの手続を含む。）

他事業者が工事/保守を行う場合の手続
 ＮＴＴ東西が工事/保守を行う場合に他事業者が立会う手続

気通信事業者の別

その他第一種指定電気通信設備との接
続を円滑に行うために必要なものとして
総務省令で定める事項

 ｺﾛｹｰｼｮﾝの請求からその実現までに要する標準的期間（調査申込～設置工事）
 ＮＴＴ東西が設置する建物等の場所に関して他事業者が負担すべき金額

（正味固定資産価額を基礎として接続料原価の算定方法に準じて算定）

他事業者のｺﾛｹｰｼｮﾝ設備についてＮＴＴ東西が工事/保守を請け負う場合に他事業
者が負担すべき金額 等

総務省令で定める事項
他事業者が電柱等に設備を設置する際の手続等

他事業者が接続に必要な装置をＮＴＴ東西の電柱等に設置するための手続
他事業者が負担すべき金額 等

他事業者が現存するＮＴＴ東西の屋内配線を利用する際の条件等

他事業者が現存するＮＴＴ東西の屋内配線に関し工事を行う場合の手続
他事業者が負担すべき金額 等

 ＮＴＴ東西が第一種指定電気通信設備との接続に係る業務を行う場合の費用
（能率的な経営の下における適正な原価に照らし公正妥当な金額）

 ＮＴＴ東西及び他事業者が利用者に対して負うべき責任に関する事項

重要通信の取扱方法

協議が調わない場合のあっせん又は仲裁による解決方法

【出典：第１回（H18.12.15）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料】

｢コロケーション｣とは、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の建物等において、接続事業者が接続に必要な装置を設置すること

２－７ コロケーションルールの概要

をいう。

■ コロケーションに関する手続について以下のことをＮＴＴ東西の接続約款に記載。（電気通信事業法施行規則第23条の4第2項第2号）
① コロケーションの空き場所等（スペース、ＭＤＦ端子、受電電力容量及び発電電力容量）に関する情報開示
② コロケーションの調査申込みに対する回答を受ける手続の設定

通信用建物 そ 通信用建物から 事 能なも とも近

コロケーションの義務がある区間

② ケ ションの調査申込みに対する回答を受ける手続の設定
③ 接続事業者が自前工事・保守を行う場合及び当該建物へ立ち入る場合の手続の設定
④ 標準的期間の設定（調査申込みから回答まで、設置申込みから工事着手まで等）

第一マンホール等

他事業者設備

ＮＴＴ東西設備
ＮＴＴ東西収容局

電柱添架

通信用建物、その通信用建物から工事可能なもっとも近い
マンホール等までの間の管路又はとう道並びにその通信用
建物の敷地内にある電柱

コロケーションルールの整備

第 マンホール等

義務的提供区間 一般提供区間

建物敷地内

９７年１１月 接続約款にコロケーションの条件を規定。

９９年８月 接続約款の認可申請の際、コロケーションの在り方について検討を行う旨の電気通信審議会（当時）からの答申を受け、「コロケーションが必要な装
置かどうかは接続事業者側の判断を基本として合理的な範囲内で決すること」とした。

００年９月 コロケーションの需要が高まるにつれ、更なるルール整備の必要性が認識され、コロケーションに係る以下の事項を接続約款に規定。

・ コロケーションに関する手続（情報開示、請求から回答までの手続、接続事業者が自ら工事及び保守する場合の手続）

・ 標準的処理期間

・ 工事保守費用

年 月

接続約款の認可申請の際の電気通信審議会の答申による要望事項を受けて、ＮＴＴ東西に対して以下の改善を求めた。

各通信用建物に空き場所があるかどうかの情報を無償で提供００年９月

－１２月

・ 各通信用建物に空き場所があるかどうかの情報を無償で提供

・ コロケーションの場所は役務提供を阻害しない範囲内でもっとも低廉になる条件にあることを基本とすること。

・ 空き場所がない場合は立ち入りを受け入れること 等

０１年１２月 特定事業者によるコロケーションスペースの大量保留により、他事業者のコロケーションスペースの確保が困難となるビルが生じたこと等から、コロ
ケーションスペースの保留期間の短縮化等について接続約款に規定。ケ シ ン 保留期間 短縮化等 接続約款 規定。

０２年３月 コロケーションのためのリソース（スペース、電力容量、ＭＤＦ端子）が枯渇しているビルにおける配分上限値の設定を接続約款に規定。

０３年５月 コロケーション申込み後の保留解除における違約金を接続約款に規定。

０７年１１月 コロケーションスペース等の過剰保留を抑制する仕組み及び電柱におけるコロケーション手続の整備を接続約款に規定。

【出典：第87回（H19.1.23）接続委員会資料をもとに作成】
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区 分 内 容

２－８ 第二種指定電気通信設備との接続に関する規律(電気通信事業法第34条)

接続約款の作成・事前届出（第2
項）

►接続料、接続箇所における技術的条件等の接続条件について接続約款を定め、その実施前に届け出るこ
と（新たに指定された設備については3か月以内に届出（第6項））。接続約款を変更する場合も同様。

【【接続約款に規定すべき事項（電気通信事業法施行規則第２３条の９の３）接続約款に規定すべき事項（電気通信事業法施行規則第２３条の９の３）】】

◪他の電気通信事業者の電気通信設備との接続箇所、接続箇所における技術的条件
◪接続する電気通信設備の機能に係る取得すべき金額
◪電気通信事業者間の責任に関する事項
接続協定 締結及び解除 手続◪接続協定の締結及び解除の手続

◪接続請求を受けた日から接続開始までの標準的期間
◪利用者に対して負うべき責任に関する事項
◪重要通信の取扱方法
◪ その他 他事業者の権利又は義務に重要な関係を有する電気通信設備の接続条件に関する事◪ その他、他事業者の権利又は義務に重要な関係を有する電気通信設備の接続条件に関する事
項

◪他事業者との協議が調わない場合におけるあっせん又は仲裁による解決方法

接続約款の公表（第5項） ►届け出た接続約款の実施の日から営業所その他の事業所において閲覧に供するとともに、インターネット
により公表すること（電気通信事業法施行規則第23条の9の4による第23条の8の準用）。

接続約款の変更命令（第3項） 【次の場合に接続約款の変更を命ずることが可能】

►接続箇所における技術的条件、電気通信事業者間の責任に関する事項、役務に関する料金を定める電気
通信事業者の別が適正かつ明確に定められていないとき。

►接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えるものであるとき。

►他の電気通信事業者に対し不当な条件を付すものであるとき。

►特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき。

接続約款に基づく接続協定の締結
(第4項）

►届け出た接続約款に基づき接続協定を締結すること。

【出典：第１回（H18.12.15）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料をもとに作成】

わゆる「市場支配力を有する電気通信事業者 （※）による他 電気通信事業者と 間に不当な競争を引き起 すおそれが

２－９ 市場支配力を有する電気通信事業者に対する禁止行為

いわゆる「市場支配力を有する電気通信事業者」（※）による他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすおそれが
ある行為等を類型化し、禁止するとともに、仮にそのような行為が行われた場合には、当該行為の停止・変更命令の処分を行う。
なお、各行為の具体例については、「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針 」に列挙している。

いわゆる「市場支配力を有する電気通信事業者」（※）による他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすおそれが
ある行為を類型化し、禁止している。

なお、禁止行為の具体例については、「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針 」に列挙・公表。

（※）第一種指定電気通信設備（固定系）を設置する事業者（ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本を指定）
第二種指定電気通信設備（移動系）を設置する事業者のうち、市場シェア等を勘案して個別に指定（ＮＴＴドコモを指定）

○ 禁止行為の３類型とその具体例

【法第30条第3項第1号】
接続の業務に関して知り得た情報の目
的外利用・提供

【具体例】

○ 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た情報を、当該情報の本来

の利用目的を超えて社内の他部門又は自己の関係事業者等へ提供するような行為

【具体例】

【法第30条第2項第2号】
電気通信業務についての特定の電気通

【具体例】

① 優先接続（マイライン）等における利用者登録作業についての不公平な取扱い

② 自己の関係事業者のネットワークを利用した通話のみについての割引サービス

等の設定

③ ビ ビ電気通信業務についての特定の電気通
信事業者に対する不当に優先的な取扱
い・利益付与又は不当に不利な取扱
い・不利益付与

③ 自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割引サービスの提供

④ 自己の関係事業者と一体となった排他的な業務

⑤ 自己の関係事業者に対する料金等の提供条件についての有利な取扱い

⑥ 特定の電気通信事業者のみに対して基本料請求代行を認めること

⑦ 自己の関係事業者に対する卸電気通信役務の提供に関する有利な取扱い

⑧ ブラウザフォンサービスにおける不公平なポータルサービス利用条件の設定等

【法第30条第3項第3号】 【具体例】

① 他 電気通信事業者 提供する電気通信役務 内容等 制限他の電気通信事業者、電気通信設備の
製造業者・販売業者の業務に対する不
当な規律・干渉

① 他の電気通信事業者の提供する電気通信役務の内容等の制限

② コンテンツプロバイダーに対する不当な規律・干渉

③ 電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する不当な規律・干渉

【出典：第７回（H19.5.25）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料】

82



算定方式 算定概要 主な対象機能

２－１０ 接続料の算定方式

算定方式 算定概要 主な対象機能

長期増分費用方式

（ＬＲＩＣ）

・仮想的に構築された効率的なネットワーク
のコストに基づき算定
前年度下期＋当年度上期の通信量を使用

・電話網
（加入者交換機、中継交換機、加入者交換機－
中継交換機回線、信号網等）

（ＬＲＩＣ） ・前年度下期＋当年度上期の通信量を使用
・ボトムアップ方式のＬＲＩＣモデルを使用

中継交換機回線、信号網等）

・ＰＨＳ基地局回線

・新規かつ相当の需要増加が見込まれる
サ ビスに係る設備に適用

実際

将来原価方式

サービスに係る設備に適用
・接続料の急激な変動を緩和する必要があ
ると認められる場合にも適用
・原則５年以内の予測需要・費用に基づき
算定

・加入者回線（加入ダークファイバ）※２

・ＩＰ関連装置（GE-PON等）

実際
費用
方式

算定

・前々年度の実績需要・費用に基づき算定
・当年度の実績値が出た段階で、それにより

・地域ＩＰ網
・ＩＰ関連装置（メディアコンバータ、局内／局外ス
プリッタ等）

実績原価方式 算定した場合との乖離分を翌々年度の費
用に調整額として加算 ※１

・中継光ファイバ回線（中継ダークファイバ）
・加入者回線（ドライカッパ）
・専用線
・公衆電話

キャリアズレート
・届け出ている小売料金から営業費相当分
を控除するもの

・ＩＳＤＮ加入者回線（ＩＮＳ１５００）

・専用線

※１ 実績原価方式については、07年7月の接続料規則の改正により、08年度接続料算定から事後精算制度が廃止され、事前に接続
料が確定する方式（直近の実績に基づき接続料を算定）に変更された。

※２ 加入ダークファイバの現行接続料は、08～10年度(3年間)の原価・需要の予測値に基づき算定。
【出典：第103回（H19.1.15）接続委員会資料をもとに作成】

２－１１ ＮＴＴ東西の固定電話接続料の推移

ＮＴＴ東西の固定電話の接続料はＬＲＩＣ方式（現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備とＮＴＴ東西の固定電話の接続料はＬＲＩＣ方式（現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と東西の固定電話の接続料は 方式（現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と東西の固定電話の接続料は 方式（現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と
技術で新たにネットワークを構築した場合の費用に基づいて算定する方式）により算定される。技術で新たにネットワークを構築した場合の費用に基づいて算定する方式）により算定される。

平成平成２１年度２１年度の接続料は、ＧＣ接続の接続料は、ＧＣ接続４．５２円４．５２円／３分（対前年度比／３分（対前年度比約１％減約１％減）、ＩＣ接続）、ＩＣ接続６．３８円６．３８円／３分／３分
（同（同約１％減約１％減）となり、前年度の接続料より引き下げとなった。）となり、前年度の接続料より引き下げとなった。
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ＬＲＩＣＬＲＩＣ
一次モデル一次モデル

ＬＲＩＣＬＲＩＣ
二次モデル二次モデル

ＬＲＩＣＬＲＩＣ
三次モデル三次モデル

【出典：第97回（H19.9.12）接続委員会資料をもとに作成】

ＬＲＩＣＬＲＩＣ
四次モデル四次モデル
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２－１２ ＮＴＴ東西の光ファイバ接続料の改訂

ＮＴＴ光ファイバの接続料は平成２０年度以降７６０円～１４２円値下げ。

今回の算定期間（平成２０～２２年度）における予測費用と実績接続料収入の差額を次期接続料原価
に算入する（乖離額調整制度）。
なお、分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の改定については、今後、市場環境や分岐に係
る技術等の変化を確認の上 改めて検討される予定

光信号端末回線伝送機能の接続料 光信号主端末回線伝送機能の接続料

る技術等の変化を確認の上、改めて検討される予定。

光信号端末回線伝送機能の接続料は、シングルスター方式で加入光ファイバ 光信号主端末回線伝送機能の接続料は、シェアドアクセス方式で加入光ファ

～H２０．３ H２０．４～

NTT東日本 ４，６１０円

～H２０．３ H２０．４～

NTT東日本 ５ ０２０円 ４ ２６０円

光信号端末回線伝送機能の接続料は、シングル タ 方式で加入光ファイ
を利用する場合に支払うこととなるもの。

光信号主端末回線伝送機能の接続料は、シ アドアクセ 方式で加入光ファ
イバを利用する場合に支払うこととなるもの。

NTT東日本
５，０７４円

４，６１０円

NTT西日本 ４，９３２円

NTT東日本 ５，０２０円 ４，２６０円

NTT西日本 ４，９８７円 ４，５２２円
※１芯当たりの月額料金。
※上記の他に、回線管理運営費（平成２０年度：東６９円、西８９円（実績原価方式で算定））が必要。

※１芯当たりの月額料金。
※局外スプリッタ（８分岐）は、NTT東西ともに、平成１８年度までを算定期間とする将来原価方式により算
定していたもの。定していたもの。

NTT東西の局舎

G
E

き線点

局
内

光ファイバ

８分岐

分岐端末回線

局外SP

シェアドアクセス方式シェアドアクセス方式

き線点

光ファイバ

シングルスター方式シングルスター方式

NTT東西の局舎
・・・

E
‐
O
L
T

主端末回線

管路 とう道

ONU
O
S
U

他事業者
IP網

内
ス
プ
リ
ッ
タ

１芯の光ファイ
バを最大８
ユーザで共用

４分岐

FTM

他事業者
IP網

メディア
コンバータ

加入ダーク
ファイバ

メディア
コンバータ

FTM

【出典：総務省報道資料「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する補正後の接続約款の変更の認可」（Ｈ20.6.24）をもとに作成】

管路、とう道

光信号主端末回線伝送機能

ユーザで共用
管路、とう道

光信号端末回線伝送機能

２－１３ ＮＴＴドコモの接続料金の推移

ＮＴＴドコモの接続料金は 毎年着実に低廉化ＮＴＴドコモの接続料金は、毎年着実に低廉化

平成２０年度の区域内接続で２８．８円／３分、区域外接続で３２．４円／３分であり、ＮＴＴ東西の平成
２０年度固定電話接続料の４．５３円（ＧＣ接続） 、６．４１円（ＩＣ接続）と比べると、水準に差がある。

（円／3分）

49 86

60
区域内接続 区域外接続

39.24
37.08 35.82 34.74 33 84

49.86
47.34

45.36

41.76
39.42 38.52

36.7240

50

34.74 33.84 32.94 32.4

28.8

32.4

20

30

10

20

0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

【出典：平成２０年版情報通信白書をもとに作成】

※ 区域外接続は、複数のドコモ地域支社（平成20年6月までは地域会社）の
営業区域を超える通話に適用。

区域内接続は、それ以外の通話に適用。
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２－１４ ＮＧＮの接続料の算定方法等

【出典：「次世代ネットワークに関する接続料算定等に関する研究会」最終報告書】

１．目 的
総務省と公正取引委員会の連携により、電気通信事業法及び独占禁止法の適用等に関する考え方を明らかにした共同ガイドラインを策定（平成１

３年１１月） 電気通信事業者の予見可能性を高め 新規サービスの導入・展開を促進

２－１５ 「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」の概要

２．全体の構成

Ⅰ 指針の必要性と構成 Ⅲ 望ましい行為 Ⅳ 連携・連絡体制Ⅱ 独占禁止法又は電気通信事業法上問題となる行為

３年１１月）。電気通信事業者の予見可能性を高め、新規サ ビスの導入・展開を促進。

以下の５つの分野ごと

に、それぞれ問題となる

行為を記述。

電気通信事業分野の競争促進の観点

から、市場支配的な電気通信事業者等

が自主的に採ることが望まれる行為を

•電気通信事業の各分野における市場の状況を踏まえ、独占禁止法の適用の考え方等を
明確化。独 が自主的に採ることが望まれる行為を

明示。

①接続部門と他部門・関係事業者との情

報遮断のための具体的措置

•ポイント
○事業者から示された競争上の懸念等を踏まえ、競争に悪影響を与える行為を記述

（例）接続・コロケーションの際に得た競争事業者の情報の流用、電柱・管路等の

貸与に係る取引拒絶又は差別取扱い 等

独
占
禁
止
法

第１ 接続・共用

第２ 電柱・管路等の貸与
②ファイアウォール遵守状況の公表

③接続・コロケーション状況の公表

④電柱・管路等の貸与担当部門と他部門

等との情報遮断、貸与申込手続・貸与

状況の公表

•電気通信事業法に基づく各種制度の概要を説明するとともに、問題となる行為を過去
の事例に基づき記述。

•ポイント
①「市場支配力を有する電気通信事業者」が禁止される行為の明確化
（例１）利用者に料金明細書等を送付する際、自己の関係事業者の商品案内、申込書

等を同封するなど当該電気通信事業者と一体となった排他的な業務を行うこと
（例 ）自己 関係事業者 サ ビ を排他的に組 合わ た割引サ ビ 提供を

電
気
通

第 電柱 管路等の貸与

第３ サービス提供

第４ コンテンツ提供

第５ 電気通信設備の製

造・販売 状況の公表

⑤卸電気通信役務の提供に係る約款・標

準メニューの作成・公表

⑥違反防止のための社内マニュアルの作

成

（例２）自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割引サービスの提供を
行うこと

②業務改善命令等の行政処分の対象となる行為の明確化
（例１）利用停止、契約解除、損害賠償、料金返還に関する事項が適正かつ明確に規

定されていない契約

（例２）利用者の同意を得ずに優先登録先の電気通信事業者を変更すること

（例３）利用者の同意を得ずに付加サービス契約を締結したり 利用がないにもかか

通
信
事
業
法

注）市場支配的な
電気通信事業者

造・販売

（例３）利用者の同意を得ずに付加サ ビス契約を締結したり、利用がないにもかか

わらず不当に高い料金請求を行うこと

気通信事業
に対する禁止行為
は、別途再掲。

３．連携・連絡体制について

公正取引委員会と総務省は、①それぞれに寄せられた相談等について、相互に、連絡。②独占禁止法と電気通信事業法の運用の整合を図る観
点から、必要に応じ、それぞれの処理について情報交換。③窓口を相互に設置。

【出典：第７回（H19.5.25）新しい競争ルールの在り方に関する作業部会資料】
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２－１６ 「ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの再改定」の概要

今回の再改定においては今回の再改定においては、
■モバイルビジネス研究会報告書（０７年９月）
■ガイドライン再改定に係る提案募集結果（０７年１１月～０８年１月）
■電気通信事業紛争処理委員会による勧告（０７年１１月）
■特定基地局の開設指針（２．５GHｚ帯）におけるMVNO受入計画の着実な実施[☞WiMAX及び次世代PHS]
等を盛り込み MNOとMVNOとの間の事業規律等について具体化

１．ガイドラインの目的等

２ 電気通信事業法に係る事項

ガイドラインの再改定ガイドラインの再改定 ✔ MNOにおける卸電気通信役務に関する標準プラン（標準的なケースを想定した卸電気
通信役務の料金その他の提供条件）の策定・公表が望ましい旨を明記。

本通信と ド と 紛争事案 係る裁定（ 年 ）を 映

等を盛り込み、MNOとMVNOとの間の事業規律等について具体化。

２．電気通信事業法に係る事項

（１） ＭＶＮＯの事業形態及び事業開始に必要な手続

（２） ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係

（３） ＭＮＯにおけるコンタクトポイントの明確化

（４） ＭＶＮＯの事業計画に係る聴取範囲の明確化
✔ MNOにおけるMVNO向けの一元的な窓口（コンタクトポイント）の設置・公表が望ましい
旨を明記

✔日本通信とNTTドコモとの紛争事案に係る裁定（07年11月）を反映。
利用者料金の設定権の帰属 （エンドエンド料金又はぶつ切り料金のいずれも可能）
接続料の課金方式 （従量制課金方式のほか帯域幅課金方式を採用することも可能）

（４） ＭＶＮＯの事業計画に係る聴取範囲の明確化

（５） ネットワークの輻輳対策

（６） 法制上の解釈に関する相談

（７） 意見申出制度

（８） 協議が調わなかった場合の手続

旨を明記。

✔ MNOがMVNOから聴取する事業計画について、一般的に聴取に理由があると考えられ
る事項と一般的に聴取に理由がないと考えられる事項を例示。

一般的に聴取に理由があると考えられる事項（例） 一般的に聴取に理由がないと考えられる事項（例）

（９） ＭＶＮＯによる端末の調達

（10） 電気通信番号（電話番号）管理
（11）ＭＶＮＯと利用者との間の契約関係
（12）提供条件の説明及び苦情等の処理
（13）その他 ✔ その他の聴取の場合、MNOにおいて聴取の必要性をMVNOに対して明示することが必

•接続時期、相互接続点設置場所、予想トラフィック
•端末種別
•MNOネットワークシステム等の改修に必要な事項
•疎通制御機能の開発・実施に係る事項

•利用者料金の水準、料金体系
•MVNOの想定する具体的顧客名、個別顧客の需要形態
•MVNOが提供するサービスの原価
•MVNOが計画する販売チャネル
•MVNOの端末の調達先

（13）その他
３．電波法に係る事項

（１）事業開始の際に必要な手続き

（２）ＭＶＮＯとＭＮＯの関係

４．ローミングに係る事項（電気通信事業法及び電波法）

要。

✔ MNOの業務の方法に意見のあるMVNOは、事業法に基づき、総務大臣に対する意
見申出制度を活用できる旨を明記。

【出典：第92回（H20.10.31）電気通信事業紛争処理委員会資料（総務省作成）】

５．開設計画においてＭＶＮＯによる無線設備の利用を促進する

計画を有するＭＮＯについて

６．見直し

✔ 特定基地局の開設指針において、他の電気通信事業者による無線設備の利用を促進
する計画を有することが認定の要件とされている場合、MNOは、計画に従って他の通信
事業者による無線設備の利用の促進を進めなければならないことを明記。

（背景）

２－１７ 債権保全措置に関するガイドラインの概要

■ 近年、電気通信事業者の経営破綻等により、当該事業者と接続等を行っている事業者が接続料等の債権を
回収できなくなる事案等が発生。
■ 債務の支払いを怠るおそれがある場合には、あらかじめ預託金の預入れ等の債権保全措置を講じることで接
続停止や損失の回避が可能。続停止や損失の回避が可能。
■ しかし、預託金の水準如何によっては、新規参入阻害等の競争阻害要因となることが懸念。

こうした事情を踏まえ、
① 電気通信事業の適正かつ合理的な運営の確保
② 電気通信事業者間の公正な競争の確保
との観点から、電気通信事業者が債権保全措置を講じる際の指針として「電気通信事業分野における事業者間接続
等に係る債権保全措置に関するガイドライン」を策定。

（ガイドラインの内容）

✔ 債権保全の方式（預託金 債務保証等）✔ 債権保全の方式（預託金、債務保証等）
✔ 預託金の預入れ等の要否を判断するに当たって考慮すべき事項（過去の支払実績、財務状況等の客観的
指標によること）

✔ 預託金の水準（預託金、必要かつ最小限とすべき）
✔ その他（預託金等の返還 紛争処理手続等）✔ その他（預託金等の返還、紛争処理手続等）

（９）市場退出ルールの見直し

新競争促進プログラム２０１０（０６年９月）新競争促進プログラム２０１０（０６年９月）

（９）市場退出ルールの見直し

電気通信事業の休廃止について、当該事業者の経営判断のみならず、接続事業者の対応に依存する部分があることを踏まえ、市場

退出に関するセーフガード措置（例えば預託金制度）について一定のルールを確立するため、06年度中を目途にガイドラインを策定する。

【出典：電気通信事業紛争処理委員会事務局作成資料】
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２－１８ 1999年のＮＴＴ再編成と2010年時点での検討

日本電信電話株式会社の再編成（1997年NTT法改正 1999年7月再編成）日本電信電話株式会社の再編成（1997年NTT法改正、1999年7月再編成）

独占的事業者と行政の間の情報の非対称性を踏まえ、行為規制のみでは抜本的な解決を図ることができない公正競
争上の問題（内部相互補助、情報流用等）に対処するため、構造的措置を実施

基盤的研究の一元的な推進を図り、国
としての研究開発力を維持・強化すると
ともに、ユニバーサルサービスの安定
的な提供を確保 日本電信電話株式会社日本電信電話株式会社

（ＮＴＴ）（ＮＴＴ）

競争的部門競争的部門
（長距離通信）（長距離通信）

ＮＴＴコミュニケーションズＮＴＴコミュニケーションズ

独占的部門での市場支配力の
濫用を防止するため、競争的
部門を分離

長距離系競争事業者長距離系競争事業者

Ｄ Ｄ ＩＤ Ｄ Ｉ
日 本日 本
テレコムテレコム

Ｋ Ｄ ＤＫ Ｄ Ｄ

独占的部門独占的部門
（地域通信）（地域通信）

ケ シケ シ
テレコムテレコム

接続ルールの制度化と併せ
て、地域電気通信網への接
続に関し、ＮＴＴコミュニケー
ションズと長距離系競争事業 （地域通信）（地域通信）

比較競争（ヤードスティック競争）を含む独占的部門における競争の促進のため、地域分割

東日本電信電話株式会社東日本電信電話株式会社

（ＮＴＴ東日本）（ＮＴＴ東日本）

西日本電信電話株式会社西日本電信電話株式会社

（ＮＴＴ西日本）（ＮＴＴ西日本）

ションズと長距離系競争事業
者との間における条件の同
等性を確保

ＮＴＴ組織問題の2010年時点での検討

通信・放送の在り方に関する政府与党合意（H18．6．20）
【総務省】
通信・放送分野の改革に関する工程プログラム（H18．9．1）

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

ＮＴＴの組織問題については、ブロードバンドの普及状況やＮＴＴの
中期経営戦略の動向などを見極めた上で2010年の時点で検討を
行い、その後速やかに結論を得る。

ＮＴＴの組織問題については、市場の競争状況の評価等に係るレ
ビューを毎年実施するとともに、2010年の時点で検討を行い、その
後速やかに結論

２－１９ ＮＴＴ法の枠組み

日本電信電話株式会社

（持ち株会社）

東日本電信電話株式会社

西日本電信電話株式会社

（地域会社）

目 的
（第1条）

◇東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株
式会社による適切かつ安定的な電気通信役務の提
供の確保を図る。

◇電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究

◇地域電気通信事業を経営する。

◇電気通信 盤 なる電気通信技術 関する研究
を行う。

事 業
（第2条）

◇地域会社が発行する株式の引受け及び保有並び
に当該株式の株主としての権利の行使

◇地域会社に対する必要な助言 あ せんその他の

◇地域（＝同一の都道府県内）電気通信業務

◇総務大臣の認可※を受けて、地域電気通信業務を営むた
めに保有する設備 技術又はその職員を活用し 行う電◇地域会社に対する必要な助言、あっせんその他の

援助

◇電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究

等

めに保有する設備・技術又はその職員を活用して行う電
気通信業務その他の業務

※ 総務大臣は、地域会社が当該業務を営むことにより地
域電気通信業務の円滑な遂行及び電気通信事業の公正
な競争の確保に支障を及ぼすおそれがないと認めるときな競争の確保に支障を及ぼすおそれがないと認めるとき
は、認可しなければならない

等

責 務 ◇国民生活に不可欠な電話の役務のあまねく日本全国における適切 公平かつ安定的な提供の確保責 務
（第3条）

◇国民生活に不可欠な電話の役務のあまねく日本全国における適切、公平かつ安定的な提供の確保

◇電気通信技術に関する研究の推進及びその成果の普及

株 式
（第4条～第6条）

◇３分の１以上の政府保有義務

◇３分の１までの外資規制

◇全ての株式を日本電信電話株式会社が保有

（第4条～第6条） ◇３分の１までの外資規制

【出典：総務省作成資料】
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３ 電気通信事業の動向

３－１ 次世代ネットワーク（ＮＧＮ）サービスの開始

ＮＧＮは、電話網の持つ信頼性・安定性を確保しながら、ＩＰネットワークの利便性・経済性を備えた、次世代のフルＩＰのネット
ワーク。ワ ク。
我が国においては、平成２０年３月末からＮＴＴ東西がＮＧＮの商用サービスを開始。
ＮＴＴ東西は、光サービスユーザの既存ＩＰ網からＮＧＮへのマイグレーションを２０１２年度目途に完了予定。

サービス分類 ＮＧＮのネットワークサービス

建 向 大通信速度
光ブロードバンドサービス

・インターネット接続
・IPv6通信機能を標準装備

戸建て向け（最大通信速度100Ｍbps）

集合住宅向け（最大通信速度100Ｍbps）

事業所向け（最大通信速度1Ｇbps）
【凡例】

0AB～J-IP電話/
テレビ電話

ＱoＳ

ひかり電話（標準品質、高品質〔7KHz〕）

ひかり電話（ビジネスタイプ）

テレビ電話（標準品質、標準テレビ品質、ハイビジョン品質 ）

：平成21年3月末現在
提供済

：平成21年4月以降
ＱoＳ 今後提供予定

ＶＰＮ（センタ・エンド型、ＣＵＧ型サービス）

ユニキャスト（帯域確保）

ベストエフォート

ＶＰＮ
（センタ・エンド型、
ＣＵＧ型サービス）

ＱoＳ

提供予定

赤字が新サービス

マルチキャスト（帯域確保）※地デジIP再送信向け

ユニキャスト

マルチキャスト

ＱoＳ

ベストエフォート

コンテンツ
配信向け
サービス

（注）地デジＩＰ再送信は、平成
20年5月、(株)アイキャスト及び
(株)ＮＴＴぷららが、ＮＧＮを利用
して東京・大阪において開始

ＮＴＴ東西のＮＧＮの特徴

品質確保（ＱoＳ）
地域ＩＰ網で実現していた従来のベストエフォート型の通信に加えて、ネットワーク制御により、エンド・トゥ・エンドでの品質を確保したサービスを提供

ＮＴＴ東西のＮＧＮの特徴

品質確保（ＱoＳ）
地域ＩＰ網で実現していた従来のベストエフォート型の通信に加えて、ネットワーク制御により、エンド・トゥ・エンドでの品質を確保したサービスを提供

イーサネットサービス イーサ（県内・県間とも）

地域 網で実現して た従来の ト フォ ト型の通信に加えて、ネットワ ク制御により、 ンド トゥ ンドでの品質を確保したサ を提供
セキュリティ
回線ごとに割り当てられた発信者ＩＤをチェックし、なりすましを防止
ネットワークの入り口で、なりすましや不正なアクセスをブロックする機能などを具備
信頼性
ひかり電話網と異なり、当初から大規模ネットワークを想定したネットワークアーキテクチャを採用し、信頼性の高いネットワークを提供

地域 網で実現して た従来の ト フォ ト型の通信に加えて、ネットワ ク制御により、 ンド トゥ ンドでの品質を確保したサ を提供
セキュリティ
回線ごとに割り当てられた発信者ＩＤをチェックし、なりすましを防止
ネットワークの入り口で、なりすましや不正なアクセスをブロックする機能などを具備
信頼性
ひかり電話網と異なり、当初から大規模ネットワークを想定したネットワークアーキテクチャを採用し、信頼性の高いネットワークを提供

【出典：第108回（H20.3.21）接続委員会資料をもとに作成】
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３－２ 広帯域移動無線アクセスシステム（ＢＷＡ）の導入

広帯域移動無線アクセスシステムとは、無線ＬＡＮやＡＤＳＬのようなブロードバンドのサービスを、携帯電話のように屋外広帯域移動無線アクセスシステムとは、無線ＬＡＮやＡＤＳＬのようなブ ド ンドのサ ビスを、携帯電話のように屋外
や移動環境下で提供する新しいシステム。

主に都市部で使用する全国サービス（全国免許）と、固定的な使い方である条件不利地域で使用する地域サービス（地
域免許）の２つの形態がある。

2545MHz 2625MHz2575MHz 2595MHz

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

（２．５ＧＨｚ帯の電波使用）

全国バンド

30MHz

地域バンド ※ガードバンドは計10MHz全国バンド
30MHz10MHz

事業イメージ（例）

移動的な使い方

主に都市部で使用、全国サービス（全国免許）

固定的な使い方

条件不利地域で使用、地域サービス（地域免許）

中継 線

基地局 《条件不利地域》インターネット

中継局
（端末局/ 基地局）

中継回線

条件不利地域への
中継回線の提供

《主に都市部》

端末局
ノートパソコン

PDA端末等

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

条件不利地域において、高利得アンテナを用い、
加入者宅へラストワンマイル

のインターネット等の接続回線を提供

都市部を中心にカバーし、
中速程度の移動体にも対応

条件不利地域において、高利得アンテナを用い、
加入者宅へラストワンマイル

のインターネット等の接続回線を提供

都市部を中心にカバーし、
中速程度の移動体にも対応

３－３ 広帯域移動無線アクセスシステム（ＢＷＡ）全国サービスの進捗状況

平成19年12月、総務省は、「ワイヤレスブロードバンド企画株式会社（現 ＵＱコミュニケーションズ株式会社）」及び「株式会社ウィルコ平成 年 月、総務省は、 ワイヤ ド ンド企画株式会社（現 ケ ション 株式会社）」及び 株式会社ウィル
ム」の開設計画を認定し、「2.5ＧＨｚ帯の周波数を使用する特定基地局の開設に関する指針（平成19年総務省告示457号）」に規定す
る認定の要件の一つである「他の電気通信事業者による無線設備の利用を促進するための計画」として、ＭＶＮＯによる無線設備の利
用促進のための計画の策定を義務付けた。
ＵＱは、21年2月26日から東京23区、横浜市及び川崎市でサービスを開始。同年7月には東名阪にエリアを拡大する予定。

株式会社ウィルコム

2545MHz 2625MHz

定
ＵＱコミュニケーションズ

2575MHz 2595MHz

ガバ ガバ

ウィルコムは、平成21年4月下旬から東京都山手線エリアの高トラヒック地域においてエリア限定サービス、同年10月から本格サービ
スを開始予定。

株式会社ウィルコム

（次世代ＰＨＳ）
固定的利用

（10MHz：各地域）

ＵＱコミュニケ ションズ

株式会社（モバイルWiMAX）

ガ
ー
ド

バ
ン
ド

ガ
ー
ド

バ
ン
ド

認定事業者 ウィルコム ＵＱコミュニケーションズ（旧 ワイヤレスブロードバンド企画）

通信方式 次世代ＰＨＳ モバイルWiMAX

主要株主
カーライル、京セラ、KDDI ＫＤＤＩ､インテル､ＪＲ東日本、京セラ､大和証券､三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行

サービス開始時期
2009年4月下旬（エリア限定サービス開始予定）
※2009年10月から本格サービス開始予定

2009年2月26日（サービス開始）

特定基地局の開設数、

･2013年3月末までに約20,000局の基地局を開設予定

･屋内用基地局7,000局を開設予定

･2013年3月末までに約19,000局の基地局を開設予定

･屋内用基地局19,000設備を開設予定特定基地局の開設数、
人口カバー率など ･2013年3月末までに全国の人口カバー率92％、846市町村

でのサービス提供を 予定

･2013年3月末までに全国の人口カバー率93％、1,161市町村

でのサービス提供を予定

設備投資 1,113億円
加入数 約240万加入

設備投資 1,323億円
加入数 約500万加入

事業概要
加入数 約240万加入
営業収益 1,488億円
（※いずれも2013年3月末までの累計）

加入数 約500万加入
営業収益 1,243億円
（※いずれも2013年3月末までの累計）

【出典：総務省作成資料をもとに作成】
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３－４ 地域ＷｉＭＡＸに係る無線局免許、予備免許の付与状況（平成21年2月末現在）

平成１９年７月 総務省は 広帯域移動無線アクセスシステムのうち ２ ５ＧＨｚ帯の周波数（固定系地域バンド）を平成１９年７月、総務省は、広帯域移動無線アクセスシステムのうち、２．５ＧＨｚ帯の周波数（固定系地域バンド）を
使用する無線局の免許方針を決定した。これにより、デジタルディバイドの解消、地域の公共サービスの向上等地
域の公共の福祉の増進に寄与することを目的とし、当分の間ＷｉＭＡＸ方式、原則市町村単位で免許が付与されるこ
ととなった。

これまでの申請に対し、技術基準適合証明を受けていない設備には予備免許、同証明を受けた設備には免許を付
与

帯広ｼﾃｨｹｰﾌﾞﾙ
北海道帯広市

与。
平成２１年４月から順次商用サービスが開始されている。

ニューメディア
北海道函館市

金沢ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄ
石川県金沢市 北海道函館市

上田ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ福井ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
福井県福井市

中海ﾃﾚﾋﾞ放送
鳥取県米子市

山陰ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ

矢掛放送
岡山県矢掛町

となみ衛星通信ﾃﾚﾋﾞ
富山県砺波市

伊万里ｹｰﾌﾞﾙ
ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ

石川県金沢市

ニューメディア
山形県米沢市

上越ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ
新潟県上越市

田ｹ ﾌ ﾙ ｼ ｮﾝ
長野県上田市福井県福井市・

坂井市・あわら市

山陰ｹ ﾌ ﾙﾋ ｼ ｮﾝ
島根県松江市

山口ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ
山口県山口市・
宇部市・防府市

嶺南ｹｰﾌﾞﾙ
ﾈ ﾄﾜ ｸ

玉島ﾃﾚﾋﾞ放送
岡山県倉敷市

CTBﾒﾃﾞｨｱ

ﾃﾚﾋ ｼ ｮﾝ
佐賀県伊万里市

本庄ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
埼 県本庄市

唐津ｹｰﾌﾞﾙ
ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ

佐賀県唐津市

川越ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ
埼玉県川越市

日本ﾈｯﾄﾜｰｸ
ｻｰﾋﾞｽ

山梨県甲府市

ﾈｯﾄﾜｰｸ
福井県敦賀市

香川ﾃﾚﾋﾞ放送
香川県坂出市
・宇多津町

入間ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
埼玉県入間市
東京都瑞穂町

CTBﾒﾃ ｨｱ
大分県別府市
・日出町

埼玉県本庄市 東松山ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
埼玉県東松山市
・滑川町

ﾗｯｷｰﾀｳﾝﾃﾚﾋﾞ
三重県桑名市
・東員町

東京ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ
東京都文京区・
荒川区・千代田区南東京ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ

東京都品川区

ｼｰ・ﾃｨｰ・ﾜｲ
三重県四日市市
・いなべ市・
桑名市・菰野町
・木曽岬町

ﾊｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ
愛媛県新居浜市
・西条市

愛媛CATV
愛媛県松山市

東京都瑞穂町

佐賀ｼﾃｨﾋﾞｼﾞｮﾝ
ひまわりﾈｯﾄﾜｰｸ
愛知県豊田市 上野原ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ

ひのき
徳島県上板町・

【出典：第90回（H20.6.17）電気通信事業紛争処理委員会資料をもとに作成】

ケーブルワン
佐賀県武雄市

佐賀ｼﾃｨﾋ ｼ ｮﾝ
佐賀県佐賀市

愛知県豊田市・
三好町・長久手町

上野原ﾌ ﾛ ﾄ ﾊ ﾝﾄ
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
山梨県上野原市

徳島県上板町
北島町・松茂町

CAC
愛知県半田市

ｱｲﾃｨｰﾋﾞｰ
三重県伊勢市・
鳥羽市・志摩市徳島中央ﾃﾚﾋﾞ

徳島県吉野川市
・小松島市

ｷｬｯﾁﾈｯﾄﾜｰｸ
愛知県刈谷市
・安城市

笛吹きらめきﾃﾚﾋﾞ
山梨県笛吹市

河口湖有線ﾃﾚﾋﾞ放送
山梨県富士河口湖町

2000’1990’

３－５ 携帯電話の歴史と今後の発展動向

1980’s
1990’s

2000’s
黎明期 成長期

量的拡張期
（パーソナル化） 質的拡張期

音声 音声

1990’s

第１世代 第 世代 Ｇ 第 世代 Ｇ

音声中心
音声
低速データ

音声
高速データ
音楽、ゲーム、映像等

超高速データ

第１世代
アナログ方式

第２世代 ２Ｇ
デジタル方式

第３世代 ３Ｇ

IMT-2000

第４世代 ４Ｇ
IMT-Advanced

3.5世代 3.9世代

1979年～
自動車電話

1985年～
ショルダーホン

1987年～
携帯電話

1992年～
デジタル携帯電話

2001年～
W-CDMA,
CDMA2000

2006年～
HSDPA, EV-DO

NTT（日本）
TACS（欧州）
AMPS（北米）

PDC（日本）
GSM（欧州）
d O （北米）

W-CDMA
CDMA2000
（世界共通）

ＩＴＵ（国際電気通信連
合）において、新たな国
際標準化に向けて国際

S ,

AMPS（北米） cdmaOne（北米） （世界共通） 連携活動を促進

標準化作業中

【出典：第90回（H20.6.17）電気通信事業紛争処理委員会資料】
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３－６ ３．９世代携帯電話の導入

３ ９世代携帯電話は 現行の第３世代携帯電話を発展させ 固定ブロ ドバンド並の高速デ タ伝送を実３．９世代携帯電話は、現行の第３世代携帯電話を発展させ、固定ブロードバンド並の高速データ伝送を実
現し、多彩なサービス（音楽、ゲーム、動画視聴等）を、場所を選ばずにスムーズに提供することを可能とする
もの。

２００８年１２月に情報通信審議会より技術的条件が示され ２００９年４月に必要な制度整備が行われた２００８年１２月に情報通信審議会より技術的条件が示され、２００９年４月に必要な制度整備が行われた。

３．９世代移動通信システムの基本要件

下り：100Ｍｂｐｓ以上 上り：50Ｍｂｐｓ以上

世代（ ）の 倍以上（下り） 倍以上（上り）

最大伝送速度

３．５世代（ＨＳＰＡ Ｒｅｌｅａｓｅ ６）の３倍以上（下り）、２倍以上（上り）

伝送速度の向上、導入シナリオに柔軟に対応するため、スケーラブルな周波
数帯域幅を有する

周波数利用効率

占有周波数帯幅

他システムとのシームレスな連携や多様なアプリケーション・サービスへの対
応が可能なオールＩＰネットワーク

将来の第４世代移動通信システムへの円滑な展開が可能

ネットワーク

将来システム 将来の第４世代移動通信システムへの円滑な展開が可能

ネットワークのフラット化等により、現行３．５世代よりも低遅延伝送を実現

３ＧＰＰｓ等のグロ バルスタンダ ドを踏まえ 国際ロ ミングやインタ オペ

将来システム
への展開

伝送品質

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

３ＧＰＰｓ等のグローバルスタンダードを踏まえ、国際ローミングやインターオペ
ラビリティの確保が可能なシステム

グローバル性

３－７ ３．９世代携帯電話の導入シナリオ例

【出典：情報通信審議会 第62回情報通信技術分科会資料】
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３ー８ ３．９世代携帯電話導入の開設指針と通信規格別の最大伝送速度

(1) 1.5GHz帯及び1.7GHz帯について、新規参入希望者・既存事業者を問わず、最大４者に対して、10MHz又は15MHzを割り当てる。

(2) 認定の日から５年以内に 割当周波数帯において 各総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む 以下同じ ）の管轄区域内の

３．９世代移動通信システムの導入のための開設指針（平成21年4月3日制定）

(2) 認定の日から５年以内に、割当周波数帯において、各総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。以下同じ。）の管轄区域内の
3.9世代移動通信システム等のカバー率（3.9世代移動通信システム（注１）に加え、3.5世代移動通信システムの高度化システム
（注２）によるサービス提供が可能な地域の人口の割合）が50%以上になる計画を有することを要件とする。

(注１)100Mbps以上のワイヤレスブロードバンドを実現できるシステム
(注２)40Mbps以上のワイヤレスブロードバンドを実現できるシステム(注２)40Mbps以上のワイヤレスブロ ドバンドを実現できるシステム

(3) 様々な3.9世代移動通信システムの導入シナリオに柔軟に対応可能とするため、第３世代、3.5世代移動通信システムの使用も
認める。

※東名阪等について、デジタルMCAの使用期限である平成26年3月末まで使用不可。

３．９世代移動通信システム等の通信規格別最大伝送速度

3.9世代移動通信システム 3.5世代の高度化

通信規格 LTE UMB HSPA Evolution DC-HSDPA

世代移動通信システム等の通信規格別最大伝送速度

最大伝送速度
下り 300Mbps
上り 75Mbps

下り 288Mbps
上り 75Mbps

下り 43.2Mbps
上り 11.5Mbps

下り 43.2Mbps
上り 11.5Mbps

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

３ー９ 第４世代移動通信システム

第４世代移動通信システム(IMT-Advanced)：
・2011年頃を目指してITU-Rにおいて標準化作業が進められているシステム
高速移動時でも100Mb 低速移動時は1Gb の実現が目標・高速移動時でも100Mbps、低速移動時は1Gbpsの実現が目標
・我が国の国際競争力強化のため、標準化等の推進方策を情報通信審議会で審議中

・将来の実用化に向けてメーカの機器開発投資が促進、光ファイバ並の映像配信が可能となること
から、今後新しいコンテンツの創造にも拍車がかかることが期待から、今後新しいコンテンツの創造にも拍車がかかることが期待

IMT:全体の名称
(International Mobile Telecommunications)

移動速度

IMT-Advancedで
実現される新たな能力

IMT

(International Mobile Telecommunications)

高速

IMT-2000
高度化

IMT-2000

New 
Mobile 
Access

IMTの
能力の範囲

IMTIMT--20002000 IMTIMT--
AdvancedAdvanced

高度化

IMT-2000:
（将来の高度化を含む）

IMT-Advanced:
IMT-2000の後継システムの
名称をIMT-Advancedとする1 10 100 1000

低速

通信速度 (Mb/s)

New Nomadic / Local Area
Wireless Access

旨決議。
（2007年10月、無線通信総会）

【出典：第90回（H20.6.17）電気通信事業紛争処理委員会資料をもとに作成】

※図はITU-R Rec.M.1645より引用
場所やユーザーを特定せずに
ネットワークに相互接続できる
システム間の相互連結を示す。

通信速度 (Mb/s)
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３－１０ 携帯電話ネットワークの展開イメージ

第4世代のネ トワ クは 39世代の設備を活用しながら効率的に整備されることが想定

①2001年頃（3G導入時） ②2008年頃（現在；3.5G拡張期）

・第4世代のネットワークは、3.9世代の設備を活用しながら効率的に整備されることが想定。

3G 3G 3.5G
装置の追加

2G 2G

装置の追加

③2010年頃（39G導入期） ④201 年（4G導入期） ⑤202 年（4G普及期）

3.9G

③2010年頃（3.9G導入期） ④201x年（4G導入期） ⑤202x年（4G普及期）

3.5G3G
3.9G

4G
3.9G

4G
IPネットワーク化

2G 3.5G
（3Gを吸収）

【出典：第90回（H20.6.17）電気通信事業紛争処理委員会資料】

３－１１ ＭＶＮＯ（仮想移動体通信事業者）の参入

ＭＶＮＯ（M bil Vi t l N t k O t ）とは 自らは無線設備を設置しないで ＭＮＯ（ M bil N t kＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）とは、自らは無線設備を設置しないで、ＭＮＯ（ Mobile Network 
Operator）の提供する移動通信サービスを利用すること等により移動通信サービスを提供する事業者。

ＭＶＮＯの参入状況（一部）

利用者
（多様なサービスを享受）

ＭＮＯ
（回線提供元）

ＭＶＮＯ
（サービス名） サービス概要

ＩＩＪ
（ＩＩＪモバイルサービス/タイプＤ）

法人向け3．5Ｇ（HSDPA）による下
り最大7.2Mbpsの高速データ通信

映像
高速データ通信

金融

放送 NTTドコモ

NTTコミュニケーションズ（モバイル／リ
モートアクセスドコモモデル）

同上

日本通信
（Ｉ・Ｃａｒｅ３Ｇ）

法人向け3.5G（HSDPA）による高
速データ通信

NTTPCコミュニケーションズ
（ ’ キ ト

法人向け3．5Ｇ（HSDPA）による下
り最大 高速デ タ通信

音楽

付加価値

ショッピング ゲーム

（Master’s ONE セキュア・リモートア
クセスサービス 定額FOMAデータ通
信プラン）

り最大7.2Mbpsの高速データ通信

KDDI

セコム
（ココセコム）

基地局情報＋GPS機能を活用し
て迷子やお年寄り、車両の位置情
報を把握

ＭＶＮＯ

サ
ー
ビ

ＭＶＮＯ ＭＶＮＯ ＭＶＮＯ

（サービス・端末）
（au）

報を把握

京セラコミュニケーションシステム
（KWINS 3G）

専用カードによるデータ通信

ソフトバンク
モバイル

ウォルト・ディズニー
（ディズニー・モバイル）

ディズニーのブランド、コンテンツを活
用した携帯電話サービス

NTTぷらら（高速モバイルオプシ ン 3 5G（HSDPA）による下り最大

卸サービス・接続

ビ
ス
提
供

イー・
モバイル

NTTぷらら（高速モバイルオプション
（EM））

3.5G（HSDPA）による下り最大
7.2Mbpsの高速データ通信

NTTコミュニケーションズ（OCN 高速
モバイル EM）

同上

ケイ・オプティコム（eoモバイル） 同上

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ウィルコム

日本通信（b-mobile）、
ニフティ（＠nifty MobileP）等

専用PHSカード等によるデータ通信

CSC
（My Access）

駐車場、冷凍・冷蔵機器等の遠隔
監視等

【出典：総務省作成資料をもとに作成】
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３－１２ フェムトセル基地局の導入

フェムトセルとは 一つの携帯電話基地局が オフィスや宅内といった非常に狭いエリア・セルをカバーすフェムトセルとは、 つの携帯電話基地局が、オフィスや宅内といった非常に狭いエリア・セルをカバ す
るシステム。

「フェムト」は、1000兆分の1を表す数の単位であり、非常に小さいことを示している。

フェムトセル基地局の特徴

一の携帯電話基地局で半径数メートル～数十メートル程
度の非常に狭いエリアをカバー度の非常に狭いエリアをカバ

超小型（空中線電力20mW程度以下）

イーサネット回線やブロードバンド回線に接続可能

高層ビル・宅内・地下街等における携帯電話等の不感エリア解消に有効
基地局当たりの収容人数を数名程度とすることで、従来の携帯電話サービスよりも高速のサービス提供が可能
ＦＭＣ型のサービス（移動通信サービスの契約者が契約する固定ブロードバンドを利用した宅内外一体型のシームレス
サービスの提供）の実現

フェムトセル基地局の導入等に伴う制度整備等

サ ビスの提供）の実現

携帯電話事業者の対応状況
電波法の一部改正

平成19年11月から不感エリア対策として運用開始

実用化に向けて開発・実験中

電波法 部改
→免許人以外の者に特定の無線局の運用を行わせることを可能とする。

電波法施行規則等の一部改正
→フェムトセル基地局を免許人以外の者による運用を可能とする無線局
とし、無線設備の技術基準を定める。 等

平成20年10月1日施行

【出典：総務省作成資料をもとに作成】

実用化に向けて開発 実験中

フェムトセル基地局の活用に係る電波法及び電気通信事業法関係法令
の適用関係に関するガイドライン 平成20年12月2日策定

４ 電気通信事業の競争政策の動向
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新競争促進プログラム新競争促進プログラム
（０６年９月１９日）（０６年９月１９日）

４－１ 新競争促進プログラム２０１０（２００６年９月策定、２００７年１０月改定）

ブロードバンド市場全体の競争ルールの包括的見直しのためのロードマップ（２０１０年代初頭までに実施）

（０６年９月１９日）（０６年９月１９日）

各施策の検討結果を踏まえ、具体的なルール整備等を実施。各施策の検討結果を踏まえ、具体的なルール整備等を実施。

１．設備競争の促進

２．指定電気通信設備制度（ドミナント規制）の見直し

東 接続料 算定方法 直

各事業者が自らネットワーク設備を敷設するための環境整備の推進

市場支配力を有する事業者への非対称規制の整備による公正競争環境の整備

３．ＮＴＴ東西の接続料の算定方法の見直し

４．移動通信市場における競争促進

５．料金政策の見直し

他事業者に不可欠なＮＴＴ東西の地域網の接続料の算定方式の見直し

移動通信市場への新規参入の促進等を通じたモバイルビジネスの活性化

料金体系の複雑化、市場実勢の変化等を踏まえたプライスキャップ規制等の見直し

６．ユニバーサルサービス制度の見直し

７．ネットワークの中立性の在り方に関する検討

ブロードバンド時代に対応したユニバーサルサービス制度の見直し

ネットワークのＩＰ化に対応した政策課題の整理及び採るべき政策の方向性の検討

８．紛争処理機能の強化

９．市場退出ルールの見直し

10 競争ル ルの 層の透明性の確保等

事後規制型行政への移行、市場のブロードバンド化に伴う紛争処理機能の在り方の再検討

事業者の市場退出等に対応し得る制度（債権保全制度）の整備

テレコム競争政策ポ タルサイトの開設等 プログラムの進捗状況等に関する随時の情報提供

本プログラムのフォローアップ・改定（毎年１回）

✔進捗状況（プログレスレポート）を取りまとめ、情報通信審議会に報告・公表。

10．競争ルールの一層の透明性の確保等 テレコム競争政策ポータルサイトの開設等、プログラムの進捗状況等に関する随時の情報提供

✔併せて、市場構造の変化が急速に進展すると見込まれることから、プログラムの見直し（リボルビング）を実施。

プログレスレポート（第一次）及び新競争促進プログラム（改定）の公表プログレスレポート（第一次）及び新競争促進プログラム（改定）の公表
（０７年１０月２３日）（０７年１０月２３日） 【出典：第87回（H20.2.25）電気通信事業紛争処理委員会資料】

７つの現状認識

４－２ モバイルビジネス活性化プラン（２００７年９月策定）

➢市場の成熟化➢市場の成熟化 ➢端末・サービス一体型の事業展開➢端末・サービス一体型の事業展開
➢市場シェアの固定化➢市場シェアの固定化 ➢ハイエンド型中心の端末市場の形成➢ハイエンド型中心の端末市場の形成
➢料金プランの複雑化➢料金プランの複雑化

７つの現状認識

➢モバイルコンテンツ市場の成長潜在性➢モバイルコンテンツ市場の成長潜在性 ➢ソリューション系ビジネス（法人市場）における成長潜在性➢ソリューション系ビジネス（法人市場）における成長潜在性

モバイルビジネス活性化プラン

モバイルビジネスにおける
販売モデルの見直し

■新料金プラン【通信料金と端末価格の分離プラン】 を０８年度を目途に
部分導入（遅くとも２０１０年時点で全面的導入を検討）

■販売奨励金に係る会計整理の明確化（０７年度中を目途に電気通信事業会計
規則を改正） 通

各事業者に対し、
検討要請文書を発出。
（０７年９月２１日）

■ＳＩＭロックの解除（２０１０年の時点で解除義務化について最終的に結論）
ユ
ビ
キ
タ
ス

信
・放
送
の
総

■端末プラットフォームの共通化の推進(端末テストベッドの構築等）

■ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの再改定（※）による環境整備（０７年度中に実施）
※コンタクトポイント明確化、事業計画の聴取範囲の明確化、法制上の解釈の明確化

MVNOの新規参入の促進 ■ＭＮＯの卸電気通信役務に関する標準プランの策定（検討）

ス
特
区
の
創
設

総
合
的
法
体
系バイルアクセス

■新規周波数の割当時におけるＭＶＮＯへの配慮（検討）

■消費者保護策の強化策（料金比較認定制度、コンサルティング認定制度、
苦情処理機能の体制整備等）の検討

設系
の
検
討

モバイルアクセス

網の多様化

モバイルビジネスの活性化に

事業政策課内に
「ＭＶＮＯ支援相談センター」

を設置
（０７年９月２１日）

苦情処理機能の体制整備等）の検討

■プラットフォームの連携強化（ＩＤポータビリティ、位置情報の利活用の推進、
プッシュ型配信機能の利活用の推進等）の検討（０７年度中を目途に検討開始）

モバイルビジネスの活性化に
向けた市場環境整備の推進

０７年中 競争評価（戦略的評価）→中間結果公表 ０７年度中にプラットフォーム機能に関する検討を開始

【出典：総務省作成資料】
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５ 電波利用の現状と政策の動向

５－１ 我が国の電波利用の変遷 ～無線局数及び主な利用の推移～

今後

公共利用（放送、船舶・
航空による保安通信、

電気通信事業への民間
参入が可能となり､電波の

・携帯電話、１億加入超
３G移行（約90%）が進展

１９５０年 １９８５年 ２００８年
ユビキタスネット社会に
における多様な電波利
用（新たな電波利用

今後

ﾓﾊﾞｲﾙｵﾌｨｽ、ﾓﾊﾞｲﾙﾎｰﾑ

航空による保安通信、
防災通信等）が中心

参入が可能となり､電波の
民間利用が急速に拡大 ・無線アクセスシステムの

普及

用（新たな電波利用

ニーズの拡大）

（新たな電波利用の例）

約１億１千万局 ﾊ ｲﾙｵﾌｨｽ、 ﾊ ｲﾙﾎ ﾑ

５ １１８局

約１億１千万局

移動局 約1億８百万局
約３８１万局

有線ブロードバンドの代替
（過疎地等でもブロードバンド通信を実現）

５，１１８局

固定局 約10.３万局

移動局 約107万局

固定局 約3.8万局
放送局 約2.4万局

その他 約268万局 放送局 約24万局

移動局 4,19５局

固定局 5５２局
放送局 ８０局

その他 約１９５万局
その他 約268万局 放送局 約2.4万局放送局 ８０局

その他 ２９１局

安全・安心ＩＴＳ
側方車

先行車

側方車

先行車

側方車

先行車

 

人工衛星局  

地球局  

地球局  

地球局  

次世代情報家電

衛星通信

地方公共団体等

放送
携帯電話・携帯ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

～１００ｍ

側方車

～１００ｍ

側方車

～１００ｍ

側方車

 

 

防災通信

消防署等

海上通信
無線ＬＡＮ固定マイクロ回線

【出典：総務省作成資料をもとに作成】
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降雨で弱められる
電波の伝わり方障害物の後ろに回り込む

５－２ 我が国の電波の使用状況

利用技術の難易度

伝送できる情報量

電波の伝わり方

難しい

大きい

直進する

小さい

障害物の後ろに回り込む

易しい

波長
周波数

超長波 長 波 中 波 短波 超短波 極超短波 マイクロ波 ミリ波 サブミリ波

10km
30kHz
(3万ﾍﾙﾂ)

1km
300kHz
(30万ﾍﾙﾂ）

100m
3MHz

(300万ﾍﾙﾂ)

10m
30MHz
(3千万ﾍﾙﾂ)

1m
300MHz
(3億ﾍﾙﾂ)

10cm
3GHz
(30億ﾍﾙﾂ)

1cm
30GHz
(300億ﾍﾙﾂ)

1mm
300GHz
(3千億ﾍﾙﾂ)

0.1mm
3000GHz
(3兆ﾍﾙﾂ)

100km
3kHz
(3千ﾍﾙﾂ)

超長波
ＶＬＦ

長 波
ＬＦ

中 波
ＭＦ

短波
ＨＦ

超短波
ＶＨＦ

極超短波
ＵＨＦ

マイクロ波
ＳＨＦ

ミリ波
ＥＨＦ

サブミリ波

国際電気通信連合(ITU)による周波数の国際分配の決定(無線通信規則等)

↓

電波天文 衛星通信

ミリ波

船舶･航空機用ビーコン
標準電波 電子タグ

長波

↓
国際分配に基づく国内分配の決定(総務省・周波数割当計画等)

主な利用例

短波

マイクロ波中継 放送番組中継
衛星通信 衛星放送
レーダー 電波天文･宇宙研究
無線 （ 帯）

マイクロ波
船舶通信 中波放送（ＡＭラジオ）
アマチュア無線 船舶･航空機用ビーコン

中波
簡易無線 レーダー標準電波 電子タグ

携帯電話 ＰＨＳ ＭＣＡシステム
タクシー無線 ＴＶ放送 防災行政無線

ＵＨＦ

ＦＭ放送(コミュニティ放送) ＴＶ放送
防災行政無線 消防無線 列車無線

ＶＨＦ

船舶・航空機無線 短波放送
アマチュア無線 電子タグ

短波 無線ＬＡＮ（5GHz帯）
無線アクセスシステム(５、22、26GHz帯等)
狭域通信システム ＩＳＭ機器

タクシ 無線 ＴＶ放送 防災行政無線
移動体衛星通信 警察無線 簡易無線
レーダー アマチュア無線 パーソナル無線
無線ＬＡＮ（2.4GHz帯） コードレス電話
無線アクセス（2.4GHz帯） ＩＳＭ機器 電子タグ

防災行政無線 消防無線 列車無線
警察無線 簡易無線 航空管制通信
無線呼出 アマチュア無線 コードレス電話

【出典：総務省作成資料】

５－３ 携帯電話などに対する周波数割当ての現状と将来展開

700MHz 800MHz 900MHz 1.5GHz 1.7GHz 2GHz 2GHz 2.5GHz 3.4-3.6GHz 3.6-4.2GHz
4.4-4.9GHz

FDD方式 TDD方式 第４世代移動通信

地上テレビ
放送に使用中

第2世代に使用中 第3世代に使用中 第3世代に使用中 広帯域移動無線
アクセスシステム

(BWA)に使用

固定通信など
に使用中

固定通信に
使用中

・ＮＴＴドコモ
PDC

・ソフトバンク
PDC

※2010年3月末

・ＮＴＴドコモ
W‐CDMA

(含HSPA)

・ＮＴＴドコモ
W‐CDMA

(含HSPA）

・UQ Com
（ワイヤレスブロード
バンド企画）

i

第2世代から第3世代に移行

現

状
・ＫＤＤＩ
CDMA2000

(含EV-DO)

※2010年3月末
までに終了予定

(含HSPA)

・イー･モバイル
W‐CDMA

(含HSPA)

(含HSPA）

・ＫＤＤＩ
CDMA2000

(含EV-DO)

WiMAX

・ウィルコム
次世代ＰＨＳ

WRC‐07で
IMT用周波数
として特定
（最大200MHz）

今後検討

・ソフトバンク
W‐CDMA

(含HSPA)

国際的なIMT用 IMT用周波数TDD方式の

移行・集約

39世代

今

後

国際的なIMT用
周波数として４Ｇ
を導入予定

IMT用周波数
として４Ｇを
導入予定

TDD方式の
移動通信
システムを
導入予定

情報通信審議会
において技術的
条件答申

固定通信などの
周波数の移行を
推進

固定通信などの
周波数の移行を
推進

700MHz 800MHz 900MHz

ペアで使用

3.9世代
導入可能
周波数帯

【出典：第90回（H20.6.17）電気通信事業紛争処理委員会資料をもとに作成】

条件答申
（2008年7月）

推進 推進

第3世代に
使用

アで使用
（2012年7月以降）
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５－４ 無線局の開設手続

（微弱電波の無線）
昭和25年

免許等不要制度免許制
昭和 年

（市民ラジオ）

（小電力無線局）

包括免許制

昭和58年

昭和62年

成 登録制平成9年

平成17年

①免許 ②包括免許 ③登録 ④免許・登録の不要なもの

個々の無線局としての監理が必要

な無線局

基地局等に電波の発射が制御され

る無線局で、同一規格の無線局を

複数開設する場合

高出力で電波が届く範囲は広いが、

混信防止の機能を有すること等に

より 混信排除が 能な無線局

空中線電力が10mW以
下で、電波が届く範囲が

限られる無線局

発射する電波が著し

く微弱な無線局特徴
複数開設する場合

（技術基準適合表示）

より、混信排除が可能な無線局

（技術基準適合表示）

限られる無線局

（技術基準適合表示）

・欠格事由の有無
・技術基準適合性
・周波数の割当可能性

・無線局の開設の根本的基準への

・欠格事由の有無
・周波数の割当可能性

・無線局の開設の根本的基準への
合致

・欠格事由の有無

・周波数割当計画への適合性等

－ －

開設審査
・無線局の開設の根本的基準への
合致

・財政的基礎（放送をする無線局に
限る。）

合致

・携帯電話基地局

・人工衛星局

・携帯電話端末

・業務用無線（共同利用型）

・無線LAN（高出力）の基地局等
・PHS基地局（10mW以下）

・ｺｰﾄﾞﾚｽ電話

・無線LAN（低出力）
・ｷｰﾚｽｴﾝﾄﾘｰ

・ｺｰﾄﾞﾚｽﾏｳｽ

・航空機局

・船舶局

・TV/ラジオ放送局

・ＶＳＡＴ地球局 ・電子タグの読み取り機（高出力） ・ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ（ﾗｼﾞｵﾏｲｸ）

・自動車ﾚｰﾀﾞ

・電子ﾀｸﾞの読み取り機

（低出力）

約３５０万局 約１億２５１万局 ４，３５９局
不明 不明

主な用途

無線局数 約 局

（約３．３％）

約 億 局

（約９６．７％）

， 局

（約０．０％）
不明 不明

約１５０万件 ７，３３４件 １，６０５件 － －

無線局数
（平成19年12月末）

年間件数
（平成18年）

【出典：第87回（H20.2.25）電気通信事業紛争処理委員会資料】

「電波政策ビジョン」の提言 － 情報通信審議会答申（平成１５年７月） －

５－５ 柔軟な電波利用環境の実現に向けた取組の推進

目標：世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境の構築

今後のニーズの高まりに迅速に対応

２．周波数の迅速な ３．電波利用料制度１．周波数割当ての ４．再編予定の周波数

電波開放戦略

周波数
再配分・利用制度の整備 の見直し

「電波の利用状況調査・評価制度」
の導入 ［平成14年電波法改正］

「周波数再編アクションプラン」の

「電波の利用状況調査・評価制度」
の導入 ［平成14年電波法改正］

「周波数再編アクションプラン」の

迅速な電波再配分のための「給付金
制度」の導入

電波のより自由な利用を推進するため

迅速な電波再配分のための「給付金
制度」の導入

電波のより自由な利用を推進するため

電波の経済的価値に係る要素を考
慮した算定方法等の導入

電波資源拡大のための研究開発及

電波の経済的価値に係る要素を考
慮した算定方法等の導入

電波資源拡大のための研究開発及

見直し

ワイヤレスブロードバンド推進のため
の周波数利用の検討

VHF/UHF帯地上テレビジョン放送の

ワイヤレスブロードバンド推進のため
の周波数利用の検討

VHF/UHF帯地上テレビジョン放送の

利用の検討

周波数再編アクションプラン」の

策定

「周波数割当計画」の改訂

周波数再編アクションプラン」の

策定

「周波数割当計画」の改訂

電波のより自由な利用を推進するため
の無線局の「登録制度」の導入

［平成16年電波法改正］

電波のより自由な利用を推進するため
の無線局の「登録制度」の導入

［平成16年電波法改正］

電波資源拡 研究開発及
び携帯電話等の利用可能地域の拡
大を推進

［平成17年電波法改正］

電波資源拡 研究開発及
び携帯電話等の利用可能地域の拡
大を推進

［平成17年電波法改正］

/ 帯地 テ ジョン放送の
デジタル化完了後の空き周波数利用
の検討

等

/ 帯地 テ ジョン放送の
デジタル化完了後の空き周波数利用
の検討

等

最近の取組

 電波開放戦略を踏まえた周波数の再編・新たな電波利用システムの導入に向けた取組の推進
⇒2.5GHz帯への広帯域移動無線アクセスシステムの導入 等

 電波利用料制度の見直し ［平成20年電波法改正］
⇒①使途の拡大、②料額の見直し、③納付委託制度の整備

 電波利用をより迅速かつ柔軟に行うための制度の創設
①実験無線局制度の拡大 無線局の開設等に係る斡旋 仲裁制度の導入 無線局の運用の特例制度の創設等［平成 年電波法改正］⇒①実験無線局制度の拡大、無線局の開設等に係る斡旋・仲裁制度の導入、無線局の運用の特例制度の創設等［平成19年電波法改正］
②携帯電話の超小型基地局等について、他者に簡単な運用を行わせることを可能とする制度の創設［平成20年電波法改正］

等

【出典：第90回（H20.6.17）電気通信事業紛争処理委員会資料】
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